
○
防
衛
省
令
第
十
四
号

防
衛
省
が
調
達
す
る
装
備
品
等
の
開
発
及
び
生
産
の
た
め
の
基
盤
の
強
化
に
関
す
る
法
律
（
令
和
五
年
法
律
第
五
十
四
号
）

の
規
定
に
基
づ
き
、
及
び
同
法
を
実
施
す
る
た
め
、
防
衛
省
が
調
達
す
る
装
備
品
等
の
開
発
及
び
生
産
の
た
め
の
基
盤
の
強
化

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
九
月
二
十
七
日

防
衛
大
臣

木
原

稔

防
衛
省
が
調
達
す
る
装
備
品
等
の
開
発
及
び
生
産
の
た
め
の
基
盤
の
強
化
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

目
次第

一
章

総
則
（
第
一
条
）

第
二
章

装
備
品
製
造
等
事
業
者
に
よ
る
特
定
取
組
及
び
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
等
を
促
進
す
る
た
め
の
措
置

第
一
節

装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
（
第
二
条
―
第
五
条
）

第
二
節

装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
（
第
六
条
―
第
十
四
条
）

第
三
節

指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
（
第
十
五
条
―
第
二
十
七
条
）



第
三
章

装
備
品
等
契
約
に
お
け
る
秘
密
の
保
全
措
置
（
第
二
十
八
条
）

第
四
章

指
定
装
備
品
製
造
施
設
等
の
取
得
及
び
管
理
の
委
託
（
第
二
十
九
条
―
第
三
十
五
条
）

附
則

第
一
章

総
則

（
定
義
）

第
一
条

こ
の
省
令
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
防
衛
省
が
調
達
す
る
装
備
品
等
の
開
発
及
び
生
産
の
た
め
の
基
盤
の
強
化

に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
の
例
に
よ
る
。

第
二
章

装
備
品
製
造
等
事
業
者
に
よ
る
特
定
取
組
及
び
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
等
を
促
進
す
る
た
め
の
措
置

第
一
節

装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画

（
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
の
認
定
の
申
請
）

第
二
条

法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
こ
の
条
及

び
次
条
に
お
い
て
「
申
請
者
」
と
い
う
。
）
は
、
次
に
掲
げ
る
取
組
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
申
請
書

を
防
衛
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。



一

法
第
四
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
取
組

様
式
第
一

二

法
第
四
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
取
組

様
式
第
二

三

法
第
四
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
取
組

様
式
第
三

四

法
第
四
条
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
取
組

様
式
第
四

五

法
第
四
条
第
一
項
各
号
に
関
す
る
取
組
（
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
（
防
衛
省
と
指
定
装
備
品
等
の
調
達
に
係
る
契
約
を
締
結
し

て
い
る
申
請
者
に
対
し
、
当
該
指
定
装
備
品
等
の
製
造
等
の
た
め
に
、
直
接
又
は
間
接
に
、
部
品
若
し
く
は
構
成
品
を
供

給
し
、
又
は
役
務
を
提
供
す
る
装
備
品
製
造
等
事
業
者
を
い
う
。
）
が
行
う
特
定
取
組
が
申
請
者
に
よ
る
当
該
指
定
装
備

品
等
の
安
定
的
な
製
造
等
の
確
保
に
資
す
る
よ
う
、
申
請
者
が
当
該
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
に
対
し
、
必
要
に
応
じ
、
直
接
又
は

間
接
に
指
導
、
助
言
及
び
調
整
を
す
る
も
の
に
限
る
。
）

様
式
第
五

２

前
項
の
申
請
書
の
提
出
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

申
請
者
の
定
款
の
写
し
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
及
び
申
請
者
が
登
記
を
し
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
登
記
に
係
る
登

記
事
項
証
明
書

二

申
請
者
の
最
近
三
期
間
の
事
業
報
告
の
写
し
、
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
（
こ
れ
ら
の
書
類
を
作
成
し
て
い
な
い



場
合
に
は
、
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
）

三

申
請
者
が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
類

イ

暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
七
十
七
号
）
第
二
条
第
六
号
に
規
定

す
る
暴
力
団
員
又
は
同
号
に
規
定
す
る
暴
力
団
員
で
な
く
な
っ
た
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
者
（
以
下
「
暴
力
団
員

等
」
と
い
う
。
）

ロ

法
人
で
そ
の
役
員
の
う
ち
に
暴
力
団
員
等
が
あ
る
も
の

ハ

暴
力
団
員
等
が
そ
の
事
業
活
動
を
支
配
す
る
者

３

防
衛
大
臣
は
、
次
条
第
一
項
の
審
査
の
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
申
請
者
に
対
し
、
第
一
項
の
申
請
書
及
び
前
項
の

書
類
の
ほ
か
、
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
が
法
第
四
条
第
三
項
各
号
に
掲
げ
る
要
件
に
適
合
す
る
こ
と
を
確
認
す
る
た

め
に
必
要
と
認
め
る
書
類
の
提
出
そ
の
他
必
要
な
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

法
第
四
条
第
二
項
第
五
号
の
防
衛
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
に
係
る
特
定
取
組
を
行
う
に

当
た
り
他
の
法
令
（
外
国
の
法
令
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
免
許
、
許
可
、
認
可
、
承
認
、
指
定
そ
の
他
の
処
分
又
は
こ

れ
ら
に
類
す
る
行
為
（
以
下
「
免
許
等
」
と
い
う
。
）
を
必
要
と
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
免
許
等
を
受
け
た
こ



と
又
は
受
け
よ
う
と
し
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
事
項
と
す
る
。

（
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
の
認
定
）

第
三
条

防
衛
大
臣
は
、
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
が
全
て
記
載
さ
れ
た
装
備
品
安

定
製
造
等
確
保
計
画
の
提
出
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
速
や
か
に
同
条
第
三
項
の
定
め
に
照
ら
し
て
そ
の
内
容
を
審
査
し
、

当
該
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
の
認
定
を
す
る
と
き
は
、
そ
の
提
出
を
受
け
た
日
か
ら
原
則
と
し
て
二
月
以
内
に
、
申

請
者
に
様
式
第
六
に
よ
る
認
定
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

２

防
衛
大
臣
は
、
前
項
の
審
査
に
お
い
て
、
提
出
を
受
け
た
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
に
関
し
必
要
が
あ
る
と
認
め
る

と
き
は
、
申
請
者
に
対
し
、
当
該
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
の
修
正
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

当
該
申
請
者
は
、
当
該
修
正
を
し
た
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
を
防
衛
大
臣
に
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

防
衛
大
臣
は
、
申
請
者
が
前
項
の
求
め
に
応
じ
な
い
こ
と
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
法
第
四
条
第
一
項
の
認
定
を
し
な
い
と

き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
記
載
し
た
様
式
第
七
に
よ
る
通
知
書
を
申
請
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

（
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
の
変
更
）

第
四
条

法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
を
受
け
た
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
（
以
下
「
認
定
装
備
品
安
定
製
造



等
確
保
計
画
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
法
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
変
更
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
認
定
装
備
品

安
定
製
造
等
確
保
事
業
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
変
更
申
請
者
」
と
い
う
。
）
は
、
様
式
第
八
に
よ
る
申
請
書
を
防
衛

大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
申
請
書
の
提
出
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
第
二
号
に
掲
げ
る
書

類
に
つ
い
て
は
、
既
に
防
衛
大
臣
に
提
出
さ
れ
て
い
る
当
該
書
類
の
内
容
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
当
該
申
請
書
に
そ
の
旨

を
記
載
し
て
当
該
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

認
定
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
に
従
っ
て
行
わ
れ
る
特
定
取
組
の
実
施
状
況
を
記
載
し
た
書
類

二

第
二
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類

３

防
衛
大
臣
は
、
次
項
の
審
査
の
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
変
更
申
請
者
に
対
し
、
第
一
項
の
申
請
書
及
び
前
項
の
書

類
（
同
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
を
除
く
。
）
の
ほ
か
、
変
更
後
の
認
定
装
備
品

安
定
製
造
等
確
保
計
画
が
法
第
六
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
条
第
三
項
各
号
に
掲
げ
る
要
件
に
適
合
す
る
こ
と

を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
と
認
め
る
書
類
の
提
出
そ
の
他
必
要
な
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

防
衛
大
臣
は
、
第
一
項
の
申
請
書
の
提
出
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
速
や
か
に
法
第
六
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る



法
第
四
条
第
三
項
の
定
め
に
照
ら
し
て
そ
の
内
容
を
審
査
し
、
当
該
申
請
書
に
係
る
認
定
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
の

変
更
の
認
定
を
す
る
と
き
は
、
そ
の
提
出
を
受
け
た
日
か
ら
原
則
と
し
て
二
月
以
内
に
、
変
更
申
請
者
に
様
式
第
九
に
よ
る

認
定
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

５

防
衛
大
臣
は
、
前
項
の
審
査
に
お
い
て
、
認
定
の
申
請
の
あ
っ
た
認
定
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
の
変
更
に
関
し
必

要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
変
更
申
請
者
に
対
し
、
当
該
変
更
の
修
正
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

当
該
変
更
申
請
者
は
、
当
該
修
正
を
し
た
申
請
書
を
防
衛
大
臣
に
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

６

防
衛
大
臣
は
、
変
更
申
請
者
が
前
項
の
求
め
に
応
じ
な
い
こ
と
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
法
第
六
条
第
一
項
の
変
更
の
認
定

を
し
な
い
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
記
載
し
た
様
式
第
十
に
よ
る
通
知
書
を
変
更
申
請
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す

る
。

（
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
の
軽
微
な
変
更
）

第
五
条

法
第
六
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
防
衛
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
変
更
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

氏
名
又
は
住
所
（
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
名
称
、
代
表
者
の
氏
名
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
）

の
変
更



二

認
定
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
の
実
施
期
間
の
六
月
以
内
の
変
更

三

認
定
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
資
金
の
額
及
び
そ
の
調
達
方
法
の
変
更
で
あ
っ
て
、

当
該
資
金
の
額
に
つ
い
て
十
パ
ー
セ
ン
ト
未
満
の
増
減
を
伴
う
も
の
（
当
該
資
金
の
額
に
つ
い
て
一
億
円
以
上
の
増
減
を

伴
う
も
の
を
除
く
。
）

四

前
三
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
認
定
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
の
実
質
的
な
変
更
を

伴
わ
な
い
変
更

２

前
項
に
規
定
す
る
認
定
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
の
軽
微
な
変
更
を
行
っ
た
認
定
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
事
業
者

は
、
遅
滞
な
く
、
様
式
第
十
一
に
よ
り
そ
の
旨
を
防
衛
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

防
衛
大
臣
は
、
前
項
の
届
出
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
届
出
に
係
る
変
更
が
認
定
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画

に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
に
実
質
的
な
変
更
を
伴
う
も
の
で
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
届
出
を
し
た
認
定
装
備
品
安
定

製
造
等
確
保
事
業
者
に
対
し
、
当
該
認
定
装
備
品
安
定
製
造
等
確
保
計
画
の
変
更
に
つ
い
て
防
衛
大
臣
の
認
定
を
受
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
旨
を
告
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
二
節

装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画



（
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
の
求
め
）

第
六
条

防
衛
大
臣
は
、
法
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
装
備
品
製
造
等
事
業
者
に
対
し
、
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
を
求
め

る
と
き
は
、
様
式
第
十
二
に
よ
る
要
求
書
を
当
該
装
備
品
製
造
等
事
業
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

（
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
認
定
の
申
請
）

第
七
条

法
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
こ
の
条
及
び

次
条
に
お
い
て
「
申
請
者
」
と
い
う
。
）
は
、
様
式
第
十
三
に
よ
る
申
請
書
を
防
衛
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
申
請
書
の
提
出
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

申
請
者
の
定
款
の
写
し
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
及
び
申
請
者
が
登
記
を
し
て
い
る
場
合
に
は
、
当
該
登
記
に
係
る
登

記
事
項
証
明
書

二

申
請
者
の
最
近
三
期
間
の
事
業
報
告
の
写
し
、
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
（
こ
れ
ら
の
書
類
を
作
成
し
て
い
な
い

場
合
に
は
、
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
）

三

申
請
者
が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
類

イ

暴
力
団
員
等



ロ

法
人
で
そ
の
役
員
の
う
ち
に
暴
力
団
員
等
が
あ
る
も
の

ハ

暴
力
団
員
等
が
そ
の
事
業
活
動
を
支
配
す
る
者

３

防
衛
大
臣
は
、
次
条
第
一
項
の
審
査
の
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
申
請
者
に
対
し
、
第
一
項
の
申
請
書
及
び
前
項
各

号
に
掲
げ
る
書
類
の
ほ
か
、
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
が
法
第
九
条
第
三
項
各
号
に
掲
げ
る
要
件
に
適
合
す
る
こ
と
を
確

認
す
る
た
め
に
必
要
と
認
め
る
書
類
の
提
出
そ
の
他
必
要
な
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

法
第
九
条
第
二
項
第
五
号
の
防
衛
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
に
係
る
装
備
移
転
仕
様
等
調
整

を
行
う
に
当
た
り
他
の
法
令
（
外
国
の
法
令
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
免
許
等
を
必
要
と
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、

当
該
免
許
等
を
受
け
た
こ
と
又
は
受
け
よ
う
と
し
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
事
項
と
す
る
。

（
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
認
定
）

第
八
条

防
衛
大
臣
は
、
法
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
が
全
て
記
載
さ
れ
た
装
備
移
転

仕
様
等
調
整
計
画
の
提
出
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
速
や
か
に
同
条
第
三
項
の
定
め
に
照
ら
し
て
そ
の
内
容
を
審
査
し
、

当
該
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
認
定
を
す
る
と
き
は
、
そ
の
提
出
を
受
け
た
日
か
ら
原
則
と
し
て
一
月
以
内
に
、
申
請

者
に
様
式
第
十
四
に
よ
る
認
定
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。



２

防
衛
大
臣
は
、
前
項
の
審
査
に
お
い
て
、
提
出
を
受
け
た
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
に
関
し
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と

き
は
、
申
請
者
に
対
し
、
当
該
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
修
正
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該

申
請
者
は
、
当
該
修
正
を
し
た
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
を
防
衛
大
臣
に
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

防
衛
大
臣
は
、
申
請
者
が
前
項
の
求
め
に
応
じ
な
い
こ
と
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
法
第
九
条
第
一
項
の
認
定
を
し
な
い
と

き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
記
載
し
た
様
式
第
十
五
に
よ
る
通
知
書
を
申
請
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

４

防
衛
大
臣
は
、
法
第
十
条
の
規
定
に
よ
り
指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
に
通
知
す
る
と
き
は
、
様
式
第
十
六
に
よ
り
、
次
に

掲
げ
る
事
項
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

一

認
定
の
日
付

二

装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
認
定
番
号

三

認
定
装
備
移
転
事
業
者
の
名
称

（
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
変
更
）

第
九
条

法
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
変
更
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
認
定
装

備
移
転
事
業
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
変
更
申
請
者
」
と
い
う
。
）
は
、
様
式
第
十
七
に
よ
る
申
請
書
を
防
衛
大
臣
に



提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
申
請
書
の
提
出
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
第
二
号
に
掲
げ
る
書

類
に
つ
い
て
は
、
既
に
防
衛
大
臣
に
提
出
さ
れ
て
い
る
当
該
書
類
の
内
容
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
当
該
申
請
書
に
そ
の
旨

を
記
載
し
て
当
該
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

認
定
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
に
従
っ
て
行
わ
れ
る
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
の
実
施
状
況
を
記
載
し
た
書
類

二

第
七
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類

３

防
衛
大
臣
は
、
次
項
の
審
査
の
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
変
更
申
請
者
に
対
し
、
第
一
項
の
申
請
書
及
び
前
項
の
書

類
（
同
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
を
除
く
。
）
の
ほ
か
、
変
更
後
の
認
定
装
備
移

転
仕
様
等
調
整
計
画
が
法
第
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
九
条
第
三
項
各
号
に
掲
げ
る
要
件
に
適
合
す
る
こ
と

を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
と
認
め
る
書
類
の
提
出
そ
の
他
必
要
な
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

防
衛
大
臣
は
、
第
一
項
の
申
請
書
の
提
出
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
速
や
か
に
法
第
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す

る
法
第
九
条
第
三
項
の
定
め
に
照
ら
し
て
そ
の
内
容
を
審
査
し
、
当
該
申
請
書
に
係
る
認
定
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の

変
更
の
認
定
を
す
る
と
き
は
、
そ
の
提
出
を
受
け
た
日
か
ら
原
則
と
し
て
一
月
以
内
に
、
変
更
申
請
者
に
様
式
第
十
八
に
よ



る
認
定
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

５

防
衛
大
臣
は
、
前
項
の
審
査
に
お
い
て
、
認
定
の
申
請
の
あ
っ
た
認
定
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
変
更
に
関
し
必
要

が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
変
更
申
請
者
に
対
し
、
当
該
変
更
の
修
正
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当

該
変
更
申
請
者
は
、
当
該
修
正
を
し
た
申
請
書
を
防
衛
大
臣
に
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

６

防
衛
大
臣
は
、
変
更
申
請
者
が
前
項
の
求
め
に
応
じ
な
い
こ
と
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
法
第
十
一
条
第
一
項
の
変
更
の
認

定
を
し
な
い
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
記
載
し
た
様
式
第
十
九
に
よ
る
通
知
書
を
変
更
申
請
者
に
交
付
す
る
も
の

と
す
る
。

７

防
衛
大
臣
は
、
法
第
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
十
条
の
規
定
に
よ
り
指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
に
通
知

す
る
と
き
は
、
様
式
第
二
十
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

一

変
更
の
認
定
の
日
付

二

変
更
後
の
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
認
定
番
号

三

認
定
装
備
移
転
事
業
者
の
名
称

（
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
軽
微
な
変
更
）



第
十
条

法
第
十
一
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
防
衛
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
変
更
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

氏
名
又
は
住
所
（
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
名
称
、
代
表
者
の
氏
名
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
）

の
変
更

二

認
定
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
実
施
期
間
の
六
月
以
内
の
変
更

三

認
定
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
資
金
の
額
及
び
そ
の
調
達
方
法
の
変
更
で
あ
っ
て
、
当

該
資
金
の
額
に
つ
い
て
十
パ
ー
セ
ン
ト
未
満
の
増
減
を
伴
う
も
の
（
法
第
十
五
条
第
三
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
指
定
装

備
移
転
支
援
法
人
が
認
定
装
備
移
転
事
業
者
に
交
付
す
る
助
成
金
の
額
の
変
更
を
除
く
。
）

四

前
三
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
認
定
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
の
実
質
的
な
変
更
を
伴

わ
な
い
変
更

２

前
項
に
規
定
す
る
認
定
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
軽
微
な
変
更
を
行
っ
た
認
定
装
備
移
転
事
業
者
は
、
遅
滞
な
く
、

様
式
第
二
十
一
に
よ
り
、
そ
の
旨
を
防
衛
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

防
衛
大
臣
は
、
前
項
の
届
出
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
届
出
に
係
る
変
更
が
認
定
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
に

記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
に
実
質
的
な
変
更
を
伴
う
も
の
で
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
届
出
を
し
た
認
定
装
備
移
転
事
業



者
に
対
し
、
当
該
認
定
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
変
更
に
つ
い
て
防
衛
大
臣
の
認
定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
旨
を

告
げ
る
も
の
と
す
る
。

４

防
衛
大
臣
は
、
第
二
項
の
届
出
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
届
出
に
係
る
変
更
が
第
一
項
に
規
定
す
る
軽
微
な
変
更

と
認
め
る
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
様
式
第
二
十
二
に
よ
り
、
そ
の
旨
を
指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

（
実
施
状
況
の
報
告
）

第
十
一
条

認
定
装
備
移
転
事
業
者
は
、
法
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
防
衛
大
臣
の
求
め
が
あ
る
場
合
に
は
、
認
定
装
備
移
転

仕
様
等
調
整
計
画
の
実
施
状
況
を
、
様
式
第
二
十
三
に
よ
り
防
衛
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
の
実
施
の
支
障
時
等
の
報
告
）

第
十
二
条

認
定
装
備
移
転
事
業
者
は
、
認
定
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
実
施
に
著
し
い
支
障
が
生
じ
、
又
は
生
ず
る
お

そ
れ
が
あ
る
と
認
め
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
防
衛
大
臣
に
そ
の
旨
を
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
改
善
命
令
の
方
法
）

第
十
三
条

法
第
十
三
条
に
規
定
す
る
命
令
は
、
様
式
第
二
十
四
の
改
善
命
令
書
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。



（
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
認
定
の
取
消
し
）

第
十
四
条

防
衛
大
臣
は
、
法
第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
認
定
を
取
り
消
す
と
き

は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
記
載
し
た
様
式
第
二
十
五
に
よ
る
通
知
書
を
当
該
認
定
が
取
り
消
さ
れ
る
認
定
装
備
移
転
事

業
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

２

防
衛
大
臣
は
、
法
第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
の
認
定
を
取
り
消
し
た
と
き
は
、

様
式
第
二
十
六
に
よ
り
、
当
該
認
定
を
取
り
消
し
た
日
付
、
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
計
画
認
定
番
号
及
び
装
備
品
製
造
等
事

業
者
の
名
称
を
指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
に
対
し
て
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

第
三
節

指
定
装
備
移
転
支
援
法
人

（
指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
の
指
定
の
申
請
）

第
十
五
条

法
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
（
以
下
「
申
請
法
人
」
と
い
う
。
）
は
、
様

式
第
二
十
七
に
よ
る
申
請
書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
こ
れ
を
防
衛
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

定
款
の
写
し

二

登
記
事
項
証
明
書



三

役
員
及
び
装
備
移
転
支
援
業
務
に
関
す
る
事
務
に
従
事
す
る
職
員
の
氏
名
及
び
略
歴
を
記
載
し
た
書
類

四

指
定
の
申
請
に
関
す
る
意
思
の
決
定
を
証
す
る
書
類

五

装
備
移
転
支
援
業
務
の
実
施
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画

六

装
備
移
転
支
援
業
務
を
適
正
か
つ
確
実
に
実
施
で
き
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

七

申
請
法
人
が
法
第
十
五
条
第
二
項
各
号
に
該
当
し
な
い
旨
を
誓
約
す
る
書
類

八

役
員
が
法
第
十
五
条
第
二
項
第
一
号
に
該
当
す
る
者
又
は
同
項
第
三
号
に
規
定
す
る
い
ず
れ
か
の
罪
を
犯
し
、
刑
に
処

せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
若
し
く
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
っ
た
日
か
ら
起
算
し
て
二
年
を
経
過
し
な
い

者
で
な
い
旨
を
当
該
役
員
が
誓
約
す
る
書
類

九

申
請
法
人
の
最
近
三
期
間
の
事
業
報
告
の
写
し
、
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
並
び
に
最
終
の
財
産
目
録
（
こ
れ
ら

の
書
類
を
作
成
し
て
い
な
い
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
）

十

装
備
移
転
支
援
業
務
に
関
し
知
り
得
た
秘
密
を
確
実
に
保
持
す
る
た
め
に
講
ず
る
措
置
に
関
す
る
書
類

２

防
衛
大
臣
は
、
前
項
の
申
請
書
及
び
同
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
ほ
か
、
申
請
法
人
が
法
第
十
五
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ

る
要
件
に
適
合
す
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
と
認
め
る
書
類
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。



３

法
第
十
五
条
第
一
項
第
三
号
の
防
衛
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
装
備
移
転
支
援
業
務
に
関
し
て
知
り
得
た
情
報
を
適
切
に

管
理
し
、
及
び
秘
密
を
確
実
に
保
持
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
こ
と
と
す
る
。

（
指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
の
業
務
）

第
十
六
条

指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
は
、
基
本
方
針
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
装
備
移
転
支
援
業
務
を
公
正
か
つ
適
正
に

行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
は
、
法
第
十
五
条
第
三
項
第
二
号
に
掲
げ
る
業
務
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
相
談
窓
口
を
設
置

し
た
上
で
、
装
備
移
転
仕
様
等
調
整
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
者
の
照
会
及
び
相
談
に
応
じ
、
必
要
な
情
報
の
提
供
及
び
助
言

を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
装
備
移
転
支
援
実
施
基
準
）

第
十
七
条

防
衛
大
臣
は
、
法
第
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
装
備
移
転
支
援
実
施
基
準
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
次
に

掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

一

装
備
移
転
支
援
業
務
の
具
体
的
内
容
及
び
実
施
体
制
に
関
す
る
事
項

二

装
備
移
転
支
援
業
務
の
実
施
方
法
に
関
す
る
事
項



三

装
備
移
転
支
援
業
務
に
関
す
る
秘
密
の
保
持
に
関
す
る
事
項

四

そ
の
他
装
備
移
転
支
援
業
務
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項

（
指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
の
名
称
等
の
変
更
の
届
出
）

第
十
八
条

法
第
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
様
式
第
二
十
八
に
よ
る
届
出
書
に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
装
備
移
転
支
援
業
務
規
程
の
認
可
の
申
請
等
）

第
十
九
条

指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
は
、
法
第
十
七
条
第
一
項
前
段
の
規
定
に
よ
り
装
備
移
転
支
援
業
務
規
程
の
認
可
を
受

け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
様
式
第
二
十
九
に
よ
る
申
請
書
に
当
該
認
可
に
係
る
装
備
移
転
支
援
業
務
規
程
を
添
付
し
て
、
こ

れ
を
防
衛
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
は
、
法
第
十
七
条
第
一
項
後
段
の
規
定
に
よ
り
装
備
移
転
支
援
業
務
規
程
の
変
更
の
認
可
を
受

け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
様
式
第
三
十
に
よ
る
申
請
書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
こ
れ
を
防
衛
大
臣
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

変
更
す
る
規
定
の
新
旧
対
照
表

二

変
更
後
の
装
備
移
転
支
援
業
務
規
程



三

変
更
に
関
す
る
意
思
の
決
定
を
証
す
る
書
類

（
装
備
移
転
支
援
業
務
規
程
の
記
載
事
項
）

第
二
十
条

法
第
十
七
条
第
二
項
第
一
号
ニ
の
防
衛
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

助
成
金
の
交
付
の
方
法
及
び
実
施
体
制
に
関
す
る
事
項

二

助
成
金
の
交
付
の
取
消
し
及
び
返
還
に
関
す
る
事
項

三

そ
の
他
助
成
金
の
交
付
に
関
し
必
要
な
事
項

２

法
第
十
七
条
第
二
項
第
三
号
の
防
衛
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

装
備
移
転
支
援
業
務
に
関
し
て
知
り
得
た
秘
密
の
保
持
に
関
す
る
事
項

二

法
第
十
五
条
第
三
項
第
二
号
に
掲
げ
る
業
務
に
関
す
る
相
談
窓
口
の
設
置
に
関
す
る
事
項

三

法
第
十
五
条
第
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
助
成
金
の
交
付
対
象
と
な
る
認
定
装
備
移
転
事
業
者
に
対
す
る
監
査
の
実
施
に

関
す
る
事
項

（
事
業
計
画
等
の
認
可
の
申
請
等
）

第
二
十
一
条

指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
は
、
法
第
十
九
条
第
一
項
前
段
の
規
定
に
よ
り
事
業
計
画
書
及
び
収
支
予
算
書
の
認



可
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
毎
事
業
年
度
開
始
の
一
月
前
ま
で
に
（
法
第
十
五
条
第
一
項
の
指
定
を
受
け
た
日
の
属
す

る
事
業
年
度
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
指
定
を
受
け
た
後
遅
滞
な
く
）
、
様
式
第
三
十
一
に
よ
る
申
請
書
に
当
該
認
可
に
係
る
事

業
計
画
書
及
び
収
支
予
算
書
を
添
付
し
て
、
こ
れ
を
防
衛
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
は
、
法
第
十
九
条
第
一
項
後
段
の
規
定
に
よ
り
事
業
計
画
書
又
は
収
支
予
算
書
の
変
更
の
認
可

を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
様
式
第
三
十
二
に
よ
る
申
請
書
に
変
更
後
の
事
業
計
画
書
又
は
収
支
予
算
書
を
添
付
し
て
、

こ
れ
を
防
衛
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
事
業
報
告
書
等
の
提
出
）

第
二
十
二
条

指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
は
、
法
第
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
事
業
報
告
書
及
び
収
支
決
算
書
を
提
出
す

る
と
き
は
、
毎
事
業
年
度
終
了
後
三
月
以
内
に
、
貸
借
対
照
表
を
添
付
し
て
、
こ
れ
を
防
衛
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

（
区
分
経
理
の
方
法
）

第
二
十
三
条

法
第
二
十
条
の
規
定
に
よ
る
区
分
経
理
の
方
法
は
、
同
条
各
号
に
掲
げ
る
業
務
の
う
ち
、
二
以
上
の
業
務
に
関

連
す
る
収
入
及
び
費
用
に
つ
い
て
、
そ
の
性
質
又
は
目
的
に
従
っ
て
区
分
す
る
等
の
適
正
な
基
準
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。



（
帳
簿
の
記
載
）

第
二
十
四
条

指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
は
、
法
第
二
十
二
条
の
帳
簿
を
一
年
ご
と
に
閉
鎖
し
、
閉
鎖
後
五
年
間
保
存
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

２

法
第
二
十
二
条
の
防
衛
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

装
備
移
転
支
援
業
務
の
実
施
状
況

二

法
第
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
国
か
ら
交
付
さ
れ
た
補
助
金
の
額
の
総
額

三

法
第
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
国
か
ら
交
付
さ
れ
た
補
助
金
の
執
行
の
状
況

四

基
金
を
運
用
し
て
得
た
利
子
そ
の
他
の
収
入
金
の
総
額

３

前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
が
、
電
磁
的
方
法
に
よ
り
記
録
さ
れ
、
当
該
記
録
が
必
要
に
応
じ
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
機
器

を
用
い
て
直
ち
に
表
示
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
て
保
存
さ
れ
る
と
き
は
、
当
該
記
録
の
保
存
を
も
っ
て
第
一
項
に

規
定
す
る
帳
簿
の
保
存
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
立
入
検
査
の
証
明
書
）

第
二
十
五
条

法
第
二
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
立
入
検
査
を
す
る
職
員
の
身
分
を
示
す
証
明
書
は
、
様
式
第
三
十
三
に



よ
る
も
の
と
す
る
。

（
監
督
命
令
の
方
法
）

第
二
十
六
条

法
第
二
十
四
条
に
規
定
す
る
命
令
は
、
様
式
第
三
十
四
の
監
督
命
令
書
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

（
装
備
移
転
支
援
業
務
の
引
継
ぎ
）

第
二
十
七
条

法
第
二
十
五
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
取
消
し
に
係
る
指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
は
、
遅

滞
な
く
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

防
衛
大
臣
が
指
定
す
る
指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
に
装
備
移
転
支
援
業
務
を
引
き
継
ぐ
こ
と
。

二

防
衛
大
臣
が
指
定
す
る
指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
に
帳
簿
そ
の
他
の
装
備
移
転
支
援
業
務
に
関
す
る
書
類
を
引
き
継
ぐ

こ
と
。

三

防
衛
大
臣
が
指
定
す
る
指
定
装
備
移
転
支
援
法
人
に
装
備
移
転
支
援
業
務
に
係
る
財
産
（
次
号
に
よ
る
納
付
に
係
る
金

額
に
相
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）
を
引
き
渡
す
こ
と
。

四

交
付
を
受
け
た
補
助
金
の
う
ち
、
防
衛
大
臣
が
定
め
る
金
額
を
国
庫
に
納
付
す
る
こ
と
。

五

そ
の
他
防
衛
大
臣
が
必
要
と
認
め
る
事
項



第
三
章

装
備
品
等
契
約
に
お
け
る
秘
密
の
保
全
措
置

（
装
備
品
等
秘
密
の
表
示
）

第
二
十
八
条

法
第
二
十
七
条
第
二
項
に
規
定
す
る
表
示
は
、
様
式
第
三
十
五
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

第
四
章

指
定
装
備
品
製
造
施
設
等
の
取
得
及
び
管
理
の
委
託

（
施
設
委
託
管
理
業
務
規
程
の
認
可
の
申
請
等
）

第
二
十
九
条

施
設
委
託
管
理
者
は
、
法
第
三
十
条
第
二
項
前
段
の
規
定
に
よ
り
施
設
委
託
管
理
業
務
規
程
の
認
可
を
受
け
よ

う
と
す
る
と
き
は
、
様
式
第
三
十
六
に
よ
る
申
請
書
に
当
該
認
可
に
係
る
施
設
委
託
管
理
業
務
規
程
を
添
付
し
て
、
こ
れ
を

防
衛
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

施
設
委
託
管
理
者
は
、
法
第
三
十
条
第
二
項
後
段
の
規
定
に
よ
り
施
設
委
託
管
理
業
務
規
程
の
変
更
の
認
可
を
受
け
よ
う

と
す
る
と
き
は
、
様
式
第
三
十
七
に
よ
る
申
請
書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
こ
れ
を
防
衛
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

一

変
更
す
る
規
定
の
新
旧
対
照
表

二

変
更
後
の
施
設
委
託
管
理
業
務
規
程



三

変
更
に
関
す
る
意
思
の
決
定
を
証
す
る
書
類

（
施
設
委
託
管
理
業
務
規
程
の
記
載
事
項
）

第
三
十
条

法
第
三
十
条
第
四
項
の
防
衛
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

施
設
委
託
管
理
業
務
の
実
施
の
方
法
に
関
す
る
事
項

二

施
設
委
託
管
理
業
務
に
関
す
る
書
類
の
管
理
に
関
す
る
事
項

三

管
理
を
委
託
さ
れ
た
指
定
装
備
品
製
造
施
設
等
（
以
下
「
受
託
指
定
装
備
品
製
造
施
設
等
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
当

該
指
定
装
備
品
等
以
外
の
製
品
（
以
下
「
他
製
品
」
と
い
う
。
）
の
製
造
等
を
行
う
場
合
に
は
、
当
該
他
製
品
の
製
造
等

に
関
す
る
事
項

四

そ
の
他
施
設
委
託
管
理
業
務
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項

（
事
業
報
告
書
等
の
提
出
）

第
三
十
一
条

施
設
委
託
管
理
者
は
、
法
第
三
十
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
事
業
報
告
書
及
び
収
支
決
算
書
を
提
出
す
る
と
き

は
、
毎
事
業
年
度
終
了
後
三
月
以
内
に
、
貸
借
対
照
表
を
添
付
し
て
、
こ
れ
を
防
衛
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
区
分
経
理
の
方
法
）



第
三
十
二
条

施
設
委
託
管
理
者
は
、
施
設
委
託
管
理
業
務
に
係
る
経
理
に
つ
い
て
特
別
の
勘
定
を
設
け
、
施
設
委
託
管
理
業

務
以
外
の
業
務
に
係
る
経
理
と
区
分
し
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

施
設
委
託
管
理
者
は
、
施
設
委
託
管
理
業
務
と
施
設
委
託
管
理
業
務
以
外
の
業
務
の
双
方
に
関
連
す
る
収
入
及
び
費
用
に

つ
い
て
は
、
適
正
な
基
準
に
よ
り
そ
れ
ぞ
れ
の
業
務
に
配
分
し
て
経
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
監
督
命
令
の
方
法
）

第
三
十
三
条

法
第
三
十
条
第
八
項
に
規
定
す
る
命
令
は
、
様
式
第
三
十
八
の
監
督
命
令
書
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

（
防
衛
大
臣
の
承
認
）

第
三
十
四
条

施
設
委
託
管
理
者
は
、
法
第
三
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
防
衛
大
臣
の
承
認
を
得
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
様
式
第

三
十
九
に
よ
る
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
て
、
こ
れ
を
防
衛
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

製
造
等
を
行
お
う
と
す
る
他
製
品

二

他
製
品
の
製
造
等
に
必
要
と
な
る
受
託
指
定
装
備
品
製
造
施
設
等
の
範
囲

三

他
製
品
の
製
造
等
の
方
法

四

他
製
品
の
製
造
等
を
行
う
期
間
の
始
期
及
び
終
期



２

防
衛
大
臣
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
が
全
て
記
載
さ
れ
た
申
請
書
の
提
出
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
速
や
か
に
指

定
装
備
品
等
の
製
造
等
の
目
的
の
確
実
な
達
成
の
観
点
か
ら
そ
の
内
容
を
審
査
し
、
法
第
三
十
一
条
の
承
認
を
す
る
と
き
は
、

そ
の
提
出
を
受
け
た
日
か
ら
原
則
と
し
て
二
月
以
内
に
、
申
請
者
に
様
式
第
四
十
に
よ
る
通
知
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

３

防
衛
大
臣
は
、
法
第
三
十
一
条
の
承
認
を
し
な
い
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
記
載
し
た
様
式
第
四
十
一
に
よ
る

通
知
書
を
申
請
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

（
立
入
検
査
の
証
明
書
）

第
三
十
五
条

法
第
三
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
立
入
検
査
を
す
る
職
員
の
身
分
を
示
す
証
明
書
は
、
様
式
第
四
十
二
に

よ
る
も
の
と
す
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
令
和
五
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
十
八
条
の
規
定
は
、
法
附
則
第
一
項
た
だ
し
書
に
規

定
す
る
規
定
の
施
行
の
日
（
令
和
六
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。





様式第一（第２条第１項第１号関係） 

 

装備品安定製造等確保計画認定申請書 

（供給網強靱化） 

 

  年  月  日 

 

 防衛大臣 殿 

 

住    所 

名    称 

代表者の氏名 

 

 

 防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和

５年法律第５４号）第４条第１項第１号の規定に基づき、別紙の計画について認定を

受けたいので申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

  

 



別紙 

 

装備品安定製造等確保計画 

（供給網強靱化） 

 

 

１ 計画の名称 

 

 
（注）複数の装備品安定製造等確保計画を作成・提出する場合は、計画ごとに区別が可能となる

よう、名称を変えること。 

 

２ 装備品製造等事業者に関する事項 

申請者の名称等 

申請者の氏名又は名称  

代表者名（申請者が法人の場合）  

本社所在地  

特定取組を実施する生産拠点の所在地  

資本金の額又は出資の総額  

申請前年度の売上高  

常時使用する従業員の数  

法人番号（申請者が法人の場合）  

現在製造等に関与している装備品等（代

表例）※ 

 

納入先（代表例）※  
 

担当者の連絡先 

所 属  

氏 名  

TEL  

E-mail  
（注１）共同で申請する場合は、申請者ごとに欄を追加して記載すること。 

（注２）生産拠点が複数にまたがる場合は、欄を追加して記載すること。 

（注３）※欄は、現在、装備品等の製造等を行っている場合のみ記載すること。 

（注４）部品又は構成品の製造等を行っている場合は、完成品を記載し、括弧内に当該部品又は

構成品を記載すること。 

 

 

 

  



３ 安定的な製造等の確保を図ろうとする指定装備品等の品目 

(1) 指定装備品等の品目 

 

（注１）特定取組の効果が製造等に寄与することが直近において見込まれるものを記載すること。 

（注２）指定装備品等が部品や構成品の場合、それらが完成品の製造等のためにどのように用い

られるかを具体的に記載すること（別添を可とする。）。 

 

(2) 指定装備品等の製造等が停止された場合に想定される防衛省の調達への影響 

 

（注）指定装備品等が部品や構成品の場合、それらの製造等が停止したときに予想される完成品

の製造等に及ぼす影響について具体的に記載すること。 

 

  



４ 指定装備品等の製造等の現状、課題等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）図などを用いて記載すること。 

（注２）指定装備品等の安定的な製造等に係る課題及び供給網強靱化に係る取組を実施する必要

性について記載すること。 



５ 特定取組の目的、見込まれる効果等 

特定取組の目的及び見

込まれる効果 

 

特定取組の種類（注１）  

目的達成に関する指標  

目標達成に関する資

格・認証等 

 

（注１）指定装備品等の製造等に必要な原材料等の供給源の多様化若しくは備蓄又は生産技術の

導入、開発若しくは改良のうち、該当するものを記載すること。 

（注２）指定装備品等の安定的な製造等に、どのように寄与するか記載すること。 

（注３）複数の取組を実施する場合には、上表を追加してそれぞれの取組ごとに記載すること。 

（注４）特定取組の内容を補足する参考資料がある場合は、当該資料を添付すること。 

  



６ 特定取組の内容及び実施時期 

実施時期（予定） 具体的な取組内容 

   

   

   

（注１）複数の取組を実施する場合には、上表を追加してそれぞれの取組ごとに記載すること。 

（注２）取組内容及び実施時期がわかるよう具体的に記載すること（別添を可とする。）。 

 

７ 特定取組に必要な資金の額及びその調達方法等 

(1) 特定取組に必要な資金及びその内訳 

              （単位：円） 

経費総額（注１、２）  

内 訳（注３）   

   

  

   

  

   

  
（注１）本項における経費総額は計画申請時及び計画認定時における見積額であり、特定取組に

係る契約における契約金額は、これを基本として当該契約の締結に際して行う商議を通じ
て決定する。なお、計画の認定から契約の締結までに相当期間が経過した場合は、物価変
動や為替等を考慮して金額を変更することがある。 

（注２）特定取組に係る契約における契約金額は、本項における経費総額に「９ 指定装備品等
以外への活用予定等」における「防需活用割合（見積）」を乗じた額を上限とする。 

（注３）利益相当額は含めないこと。 
 
(2) 導入予定の設備 

設備の設置場所(工場等)： 

設備(機械装置等)の名称 
単価 

（円） 

数量 

（単位） 

見積金額 

（円） 

    
（注１）設備の設置場所（工場等）が複数の場合は、上表を追加し、個別設備ごとに記載するこ

と。 

（注２）設備に関するカタログや仕様書等の設備の概要、当該設備等の見積書など見積金額がわ

かる資料を添付すること。なお、見積書は複数添付することが望ましい。 



(3) 必要な資金の調達方法 

                    （単位：円） 
調達 

方法 

 

 

費用 

政府関係金

融機関から

の 借 入 れ

(金融機関

名)、（額） 

民間金融機

関からの借

入れ(金融

機関名)、

（額） 

自己資金 

(資金内訳) 
その他 

事業費 

合計 
備考 

年度 
      

年度  
     

（注１）「民間金融機関からの借入れ」について信用保証協会による保証を受ける期待がある場合

には、その旨を、借入先金融機関名を示しつつ「備考」欄に記載すること。 

（注２）「その他」には出資、社債の発行、リースその他「政府関係金融機関からの借入れ」、「民

間金融機関からの借入れ」及び「自己資金」以外の調達方法による調達額を、それぞれ調

達先の名称及び金額の内訳を示しつつ記載すること。 

（注３）計画実施期間内の各年度の資金の調達方法について年度ごとに記載すること。 

（注４）複数の取組を実施する場合は、上表を追加してそれぞれの取組ごとに記載すること。 

 

(4) 補助金等の受給状況                       

補助金等の名称 
受給額 

（円） 
備考 

   
（注）本計画に係る事業と同一の事業に関し、国、地方公共団体等の補助金、助成金又はこれら

に類するものの交付を受けた、又は受ける予定があるものを記載すること。 

  



８ 特定取組の活用が確実に見込まれる指定装備品等の製造等に係る契約 

（注１）本特定取組の成果が、その履行のために活用されることが確実に見込まれる指定装備品

等の製造等に係る契約を１件以上記載すること。 

（注２）申請者が防衛省と直接契約関係にない場合、納入先がわかる資料を添付すること。その

ほか、防衛省との契約関係がわかる資料（発注書、商議の記録、防衛省と契約関係にある事

業者により発行された認定証等）がある場合は添付すること。 

 

９ 指定装備品等以外への活用予定等 

指定装備品等以外の防衛用

途への活用予定（注１） 

 

防衛用途以外への活用予定  

防需活用割合（見積）（注２）  

（注１）「３(1) 指定装備品等の品目」に記載された装備品等以外の防衛用途への活用予定がある

場合、活用が見込まれる工程の概要を記載すること。 

（注２）特定取組で取得する設備等を防需及び民需に活用する場合、防需活用割合（見積）を把

握可能な合理的指標（特定取組実施部門における過去３年の防需生産高実績比率（防需/（防

需+民需））等）により記載すること。 

 

１０ 必要となる法令に基づく免許等の取得又は申請の状況 

必要となる免許等の名称及び根拠法令 取得又は申請の状況 

 

 

 

 
 

  

件 名 備 考 

  



添付書類目次 

 

 

添付書類 

 

 

1 
申請者の定款の写し又はこれに準ずるもの及び申請者が登記をして

いる場合には、当該登記に係る登記事項証明書 

2 
申請者の最近３期間の事業報告の写し、貸借対照表及び損益計算書

（これらの書類を作成していない場合には、これらに準ずるもの） 

3 

申請者が次のいずれにも該当しないことを誓約する書類 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」

という。） 

⑵ 法人でその役員のうちに暴力団員等があるもの 

⑶ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

4 特定取組の内容に関する補足資料 

5 特定取組に必要な資金の見積りに用いたカタログ、仕様書、見積書等 

6 （申請者が防衛省と直接契約関係にない場合）納入先がわかる資料 

7 

（申請者が防衛省と直接契約関係にない場合）防衛省との契約関係が

わかる資料（発注書、商議の記録、防衛省との契約関係にある事業者

により発行された認定証等） 

 

  



様式第二（第２条第１項第２号関係） 

 

装備品安定製造等確保計画認定申請書 

（製造工程効率化） 

 

  年  月  日 

 

 防衛大臣 殿 

 

住    所 

名    称 

代表者の氏名 

 

 

 防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和

５年法律第５４号）第４条第１項第２号の規定に基づき、別紙の計画について認定を

受けたいので申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

  

 



別紙 

 

装備品安定製造等確保計画 

（製造工程効率化） 

 

 

１ 計画の名称 

 

 
（注）複数の装備品安定製造等確保計画を作成・提出する場合は、計画ごとに区別が可能となる

よう、名称を変えること。 

 

２ 装備品製造等事業者に関する事項 

申請者の名称等 

申請者の氏名又は名称  

代表者名（申請者が法人の場合）  

本社所在地  

特定取組を実施する生産拠点の所在地  

資本金の額又は出資の総額  

申請前年度の売上高  

常時使用する従業員の数  

法人番号（申請者が法人の場合）  

現在製造等に関与している装備品等（代

表例）※ 

 

納入先（代表例）※  

 

担当者の連絡先 

所属  

氏名  

TEL  

E-mail  
（注１）共同で申請する場合は、申請者ごとに欄を追加して記載すること。 

（注２）生産拠点が複数にまたがる場合は、欄を追加して記載すること。 

（注３）※欄は、現在、装備品等の製造等を行っている場合のみ記載すること。 

（注４）部品又は構成品の製造等を行っている場合は、完成品を記載し、括弧内に当該部品又は

構成品を記載すること。 

  



３ 安定的な製造等の確保を図ろうとする指定装備品等の品目 

(1) 指定装備品等の品目 

 

（注１）特定取組の効果が製造等に寄与することが直近において見込まれるものを記載すること。 

（注２）指定装備品等が部品や構成品の場合、それらが完成品の製造等のためにどのように用い

られるかを具体的に記載すること（別添を可とする。）。 

 

(2) 指定装備品等の製造等が停止された場合に想定される防衛省の調達への影響 

 

（注）指定装備品等が部品や構成品の場合、それらの製造等が停止したときに予想される完成品

の製造等に及ぼす影響について具体的に記載すること。  



４ 指定装備品等の製造等の現状、課題等 

 

（注１）図などを用いて記載すること。 

（注２）指定装備品等の安定的な製造等に係る課題及び製造工程の効率化のための取組を実施す

る必要性について記載すること。 

  



５ 特定取組の目的、見込まれる効果等 

特定取組の目的及び見

込まれる効果 

 

目的達成に関する資

格・認証等 

 

（注１）指定装備品等の安定的な製造等に、どのように寄与するか記載すること。 

（注２）複数の取組を実施する場合には、上表を追加してそれぞれの取組ごとに記載すること。 

（注３）特定取組の内容を補足する参考資料がある場合は、当該資料を添付すること。 

 

  



６ 特定取組の内容及び実施時期 

実施時期（予定） 具体的な取組内容 

   

   

   

（注１）複数の取組を実施する場合には、上表を追加してそれぞれの取組ごとに記載すること。 

（注２）取組内容及び実施時期がわかるよう具体的に記載すること（別添を可とする。）。 

 

７ 特定取組に必要な資金の額及びその調達方法等 

(1) 特定取組に必要な資金及びその内訳 

（単位：円） 

経費総額（注１、２）  

内 訳（注３）   

   

  

   

  

   

  
（注１）本項における経費総額は計画申請時及び計画認定時における見積額であり、特定取組に

係る契約における契約金額は、これを基本として当該契約の締結に際して行う商議を通じ

て決定する。なお、計画の認定から契約の締結までに相当期間が経過した場合は、物価変

動や為替等を考慮して金額を変更することがある。 

（注２）特定取組に係る契約における契約金額は、本項における経費総額に「９ 指定装備品等

以外への活用予定等」における「防需活用割合（見積）」を乗じた額を上限とする。 

（注３）利益相当額は含めないこと。 

  



(2) 導入予定の設備 

設備の設置場所(工場等)： 

設備(機械装置等)の名称 
単価 

（円） 

数量 

（単位） 

見積金額 

（円） 

    

    

    
（注１）設備の設置場所（工場等）が複数の場合は、上表を追加し、個別設備ごとに記載するこ

と。 

（注２）設備に関するカタログや仕様書等の設備の概要、当該設備等の見積書など見積金額がわ

かる資料を添付すること。なお、見積書は複数添付することが望ましい。 

 

(3) 必要な資金の調達方法 

（単位：円） 
調達 

方法 

 

 

費用 

政府関係金

融機関から

の 借 入 れ

(金融機関

名)、（額） 

民間金融機

関からの借

入れ(金融

機関名)、

（額） 

自己資金 

(資金内訳) 
その他 

事業費 

合計 
備考 

年度 
      

年度  
     

（注１）「民間金融機関からの借入れ」について信用保証協会による保証を受ける期待がある場合

には、その旨を、借入先金融機関名を示しつつ「備考」欄に記載すること。 

（注２）「その他」には出資、社債の発行、リースその他「政府関係金融機関からの借入れ」、「民

間金融機関からの借入れ」及び「自己資金」以外の調達方法による調達額を、それぞれ調

達先の名称及び金額の内訳を示しつつ記載すること。 

（注３）計画実施期間内の各年度の資金の調達方法について年度ごとに記載すること。 

（注４）複数の取組を実施する場合は、上表を追加してそれぞれの取組ごとに記載すること。 

 

(4) 補助金等の受給状況 

補助金等の名称 
受給額 

（円） 
備考 

   
（注）本計画に係る事業と同一の事業に関し、国、地方公共団体等の補助金、助成金又はこれら

に類するものの交付を受けた、又は受ける予定があるものを記載すること。 

  



８ 特定取組の活用が確実に見込まれる指定装備品等の製造等に係る契約 

（注１）本特定取組の成果が、その履行のために活用されることが確実に見込まれる指定装備品

等の製造等に係る契約を１件以上記載すること。 

（注２）申請者が防衛省と直接契約関係にない場合、納入先がわかる資料を添付すること。その

ほか、防衛省との契約関係がわかる資料（発注書、商議の記録、防衛省と契約関係にある事

業者により発行された認定証等）がある場合は添付すること。 

 

９ 指定装備品等以外への活用予定等 

指定装備品等以外の防衛用

途への活用予定（注１） 

 

防衛用途以外への活用予定  

防需活用割合（見積）（注２）  

（注１）「３(1) 指定装備品等の品目」に記載された装備品等以外の防衛用途への活用予定がある

場合、活用が見込まれる工程の概要を記載すること。 

（注２）特定取組で取得する設備等を防需及び民需に活用する場合、防需活用割合（見積）を把

握可能な合理的指標（特定取組実施部門における過去３年の防需生産高実績比率（防需/（防

需+民需））等）により記載すること。 

 

１０ 必要となる法令に基づく免許等の取得又は申請の状況 

必要となる免許等の名称及び根拠法令 取得又は申請の状況 

  

  

件 名 備 考 

  



添付書類目次 

 

 

添付書類 

 

 

1 
申請者の定款の写し又はこれに準ずるもの及び申請者が登記をして

いる場合には、当該登記に係る登記事項証明書 

2 
申請者の最近３期間の事業報告の写し、貸借対照表及び損益計算書

（これらの書類を作成していない場合には、これらに準ずるもの） 

3 

申請者が次のいずれにも該当しないことを誓約する書類 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」

という。） 

⑵ 法人でその役員のうちに暴力団員等があるもの 

⑶ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

4 特定取組の内容に関する補足資料 

5 特定取組に必要な資金の見積りに用いたカタログ、仕様書、見積書等 

6 （申請者が防衛省と直接契約関係にない場合）納入先がわかる資料 

7 

（申請者が防衛省と直接契約関係にない場合）防衛省との契約関係が

わかる資料（発注書、商議の記録、防衛省との契約関係にある事業者

により発行された認定証等） 

  



様式第三（第２条第１項第３号関係） 

 

 

装備品安定製造等確保計画認定申請書 

（サイバーセキュリティ強化） 

 

  年  月  日 

 

 防衛大臣 殿 

 

住    所 

名    称 

代表者の氏名 

 

 

 防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和

５年法律第５４号）第４条第１項第３号の規定に基づき、別紙の計画について認定を

受けたいので申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

  

 



別紙 

 

装備品安定製造等確保計画 

（サイバーセキュリティ強化） 

 

 

１ 計画の名称 

 

 
（注）複数の装備品安定製造等確保計画を作成・提出する場合は、計画ごとに区別が可能となる

よう、名称を変えること。 

 

２ 装備品製造等事業者に関する事項 

申請者の名称等 

申請者の氏名又は名称  

代表者名（申請者が法人の場合）  

本社所在地  

特定取組を実施する生産拠点の所在地  

資本金の額又は出資の総額  

申請前年度の売上高  

常時使用する従業員の数  

法人番号（申請者が法人の場合）  

現在製造等に関与している装備品等（代

表例）※ 

 

納入先（代表例）※  

 

担当者の連絡先 

所属  

氏名  

TEL  

E-mail  
（注１）共同で申請する場合は、申請者ごとに欄を追加して記載すること。 

（注２）生産拠点が複数にまたがる場合は、欄を追加して記載すること。 

（注３）※欄は、現在、装備品等の製造等を行っている場合のみ記載すること。 

（注４）部品又は構成品の製造等を行っている場合は、完成品を記載し、括弧内に当該部品又は

構成品を記載すること。 

 

  



３ 安定的な製造等の確保を図ろうとする指定装備品等の品目 

(1) 指定装備品等の品目 

 

（注１）特定取組の効果が製造等に寄与することが直近において見込まれるものを記載すること。 

（注２）指定装備品等が部品や構成品の場合、それらが完成品の製造等のためにどのように用い

られるかを具体的に記載すること（別添を可とする。）。 

（注３）保護すべき情報（装備品等及び役務の調達に関する情報のうち、契約相手方に保護を求

める情報として、防衛省が指定したものをいい、当該情報として指定が見込まれるものを含

む。以下同じ。）を取り扱う指定装備品等の品目は、全て記載すること。 

 

(2) 指定装備品等の製造等が停止された場合に想定される防衛省の調達への影響 

 

（注）指定装備品等が部品や構成品の場合、それらの製造等が停止したときに予想される完成品

の製造等に及ぼす影響について具体的に記載すること。  



４ 現在の状況等 

保護すべき情報の

取扱い（現状） 

□ 取り扱っていない。 

（取扱開始予定時期：   年   月） 

□ 紙媒体のみで取り扱っている。 

□ スタンドアロン端末で取り扱っている。 

□ 外部ネットワーク（防衛セキュリティゲートウェイを除く。

以下同じ。）や社内の情報システムに接続しないＬＡＮ環境

で取り扱っている。 

□ 外部ネットワークや社内の情報システムに接続したＬＡＮ

環境で取り扱っている。 

保護すべき情報の

取扱い（特定取組

実施後の予定） 

□ スタンドアロン端末で取り扱う。 

□ 外部ネットワークや社内の情報システムに接続しないＬＡ

Ｎ環境で取り扱う。 

□ 外部ネットワークや社内の情報システムに接続したＬＡＮ

環境で取り扱う。 

システムセキュリ

ティ実装計画書 

（注１） 

□ 防衛省に提出済み 

   （提出日：  年  月  日・提出先機関：     ） 

□ 防衛省に提出予定 

（提出予定時期：   年   月） 

サイバーセキュリ

ティ強化を行うた

めの脆弱性の調査

結果概要等（注２） 

 

防衛セキュリティ

ゲートウェイの利

用状況 

□ 利用している。 

□ 利用予定である。（予定時期：   年   月頃） 

□ 利用の申込みをしている。 

□ 利用の申込みを検討又は予定している。 

□ 利用予定はない。 

   利用しない理由： 

 

（注１）「システムセキュリティ実装計画書」とは、装備品製造等事業者が、自社が保有し、又は

使用する保護システム（保護すべき情報を取り扱う情報システムをいう。）について、自社

の情報セキュリティ基本方針等に規定する措置を適切に実施し、防衛省が定めた装備品等

及び役務の調達における情報セキュリティ基準（以下「防衛産業サイバーセキュリティ基

準」という。）に適合していることを証明する資料として、当該事業者が作成したものを指

す。 

（注２）脆弱性調査の結果概要とサービス名称を記載し、必要に応じパンフレット等を添付する

こと。  



５ 特定取組の目的、見込まれる効果等  

特定取組の目的（注１） 
｢防衛産業サイバーセキュリティ基準｣

において関連する項番号（注２） 

□ 組織的セキュリティの強化 

□ 物理的及び環境的セキュリティの強化 

□ システムセキュリティの強化 

□ 脆弱性調査 

□ その他 

 

見込まれる効果等（注３） 

  

（注１）該当する項目全てにチェックをすること。 

（注２）「防衛産業サイバーセキュリティ基準」において関連する項番号を全て記載すること。 
（注３）取組の詳細（具体的取組、導入する機器・ソフトウェア、サービス等）・規模（取組の対

象となる端末・アカウント・職員等の数）、実施体制等を明記すること（別添を可とする。）。 

（注４）防衛セキュリティゲートウェイの利用に係る特定取組を実施する場合は、申請者自身

の負担で実施するものについてのみ記載すること。 

（注５）保護システム領域を防衛事業・民間事業共用で利用する場合は、経済合理性その他の

理由を明記すること。 

（注６）特定取組の内容を補足する参考資料がある場合は、当該資料を添付すること。 

 

    



６ 特定取組の内容、実施時期等 

(1) 特定取組の内容及び実施時期 

実施時期（予定） 具体的な取組内容 

   

   

   

（注１）５で記述した具体的な取組の項目を列記し、それぞれ取組の開始予定、完了予定につい

てそれらの時期を明らかにすること。 

（注２）表は適宜の様式とし、別添を可とする。 

 

(2) 取組を行う施設等（工場、研究所、事業所等） 

施設等の名称  

施設等の所在地  

（注）複数の施設等において取組を実施する場合は、上表を追加してそれぞれの施設等ごとに記

載すること。 

 

(3) 施設等が「防衛産業サイバーセキュリティ基準」に適合する時期（予定） 

       年     月 

 

  



７ 特定取組に必要な資金の額及びその調達方法等 

(1) 特定取組に必要な資金及びその内訳 

（単位：円） 

経費総額（注１）  

内 訳（注２）   

   

  

   

  

   

  
（注１）本項における経費総額は計画申請時及び計画認定時における見積額であり、特定取組に

係る契約における契約金額は、これを基本として当該契約の締結に際して行う商議を通じ

て決定する。なお、計画の認定から契約の締結までに相当期間が経過した場合は、物価変

動や為替等を考慮して金額を変更することがある。 

（注２）利益相当額は含めないこと。 

（注３）カタログや仕様書等の見積書など見積金額がわかる資料を添付すること。なお、見積書

は複数添付することが望ましい。 

 

(2) 必要な資金の調達方法 

（単位：円） 
調達方法 

 

 

費用 

政府関係金

融機関から

の借入れ、

(金融機関

名)、（額） 

民間金融機

関からの借

入れ(金融

機関名)、

（額） 

自己資金 

(資金内訳) 
その他 

事業費 

合計 
備考 

年度 

      

年度 

      

（注１）「民間金融機関からの借入れ」について信用保証協会による保証を受ける期待がある場合

には、その旨を、借入先金融機関名を示しつつ「備考」欄に記載すること。 

（注２）「その他」には出資、社債の発行、リースその他「政府関係金融機関からの借入れ」、「民

間金融機関からの借入れ」及び「自己資金」以外の調達方法による調達額を、それぞれ調

達先の名称及び金額の内訳を示しつつ記載すること。 

（注３）計画実施期間内の各年度の資金の調達方法について年度ごとに記載すること。 

  



(3) 補助金等の受給状況 

補助金等の名称 
受給額 

（円） 
備考 

   
（注）本計画に係る事業と同一の事業に関し、国、地方公共団体等の補助金、助成金又はこれら

に類するものの交付を受けた、又は受ける予定があるものを記載すること。 

 

８ 特定取組の活用が確実に見込まれる指定装備品等の製造等に係る契約 

（注１）本特定取組の成果が、その履行のために活用されることが確実に見込まれる指定装備品

等の製造等に係る契約を１件以上記載すること。 

（注２）申請者が防衛省と直接契約関係にない場合、納入先がわかる資料を添付すること。その

ほか、防衛省との契約関係がわかる資料（発注書、商議の記録、防衛省と契約関係にある事

業者により発行された認定証等）がある場合は添付すること。 

  

件 名 備 考 

  



添付書類目次 

 

 

添付書類 

 

 

1 
申請者の定款の写し又はこれに準ずるもの及び申請者が登記をして

いる場合には、当該登記に係る登記事項証明書 

2 
申請者の最近３期間の事業報告の写し、貸借対照表及び損益計算書

（これらの書類を作成していない場合には、これらに準ずるもの） 

3 

申請者が次のいずれにも該当しないことを誓約する書類 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」

という。） 

⑵ 法人でその役員のうちに暴力団員等があるもの 

⑶ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

4 特定取組の内容に関する補足資料 

5 特定取組に必要な資金の見積りに用いたカタログ、仕様書、見積書等 

6 （申請者が防衛省と直接契約関係にない場合）納入先がわかる資料 

7 

（申請者が防衛省と直接契約関係にない場合）防衛省との契約関係が

わかる資料（発注書、商議の記録、防衛省との契約関係にある事業者

により発行された認定証等） 

 

  



様式第四（第２条第１項第４号関係） 

 

装備品安定製造等確保計画認定申請書 

（事業承継等） 

 

  年  月  日 

 

 防衛大臣 殿 

 

住    所 

名    称 

代表者の氏名 

 

 

 防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和

５年法律第５４号）第４条第１項第４号の規定に基づき、別紙の計画について認定を

受けたいので申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

  

 



別紙 

 

装備品安定製造等確保計画 

（事業承継等） 

 

 

１ 計画の名称 

 

 
（注）複数の装備品安定製造等確保計画を作成・提出する場合は、計画ごとに区別が可能となる

よう、名称を変えること。 

 

２ 装備品製造等事業者に関する事項 

申請者の名称等 

申請者の氏名又は名称  

代表者名（申請者が法人の場合）  

本社所在地  

特定取組を実施する生産拠点の所在地  

資本金の額又は出資の総額  

申請前年度の売上高  

常時使用する従業員の数  

法人番号（申請者が法人の場合）  

現在製造等に関与している装備品等（代

表例）※ 

 

納入先（代表例）※  

 

担当者の連絡先 

所属  

氏名  

TEL  

E-mail  
（注１）共同で申請する場合は、申請者ごとに欄を追加して記載すること。 

（注２）生産拠点が複数にまたがる場合は、欄を追加して記載すること。 

（注３）※欄は、現在、装備品等の製造等を行っている場合のみ記載すること。 

（注４）部品又は構成品の製造等を行っている場合は、完成品を記載し、括弧内に当該部品又は

構成品を記載すること。 

  



３ 安定的な製造等の確保を図ろうとする指定装備品等の品目 

(1) 指定装備品等の品目 

 

（注１）特定取組の効果が製造等に寄与することが直近において見込まれるものを記載すること。 

（注２）指定装備品等が部品や構成品の場合、それらが完成品の製造等のためにどのように用い

られるかを具体的に記載すること（別添を可とする。）。 

 

(2) 指定装備品等の製造等が停止された場合に想定される防衛省の調達への影響 

 

（注）指定装備品等が部品や構成品の場合、それらの製造等が停止したときに予想される完成品

の製造等に及ぼす影響について具体的に記載すること。 

 

  



４ 指定装備品等の製造等の現状、課題等 

 

（注）図などを用いて記載すること。 

  



５ 特定取組の目的、見込まれる効果等 

特定取組の目的及び見

込まれる効果 

 

目的達成に関する指標  

目的達成に関する資

格・認証等 

 

（注１）指定装備品等の安定的な製造等に、どのように寄与するか記載すること。 

（注２）複数の取組を実施する場合には、上表を追加してそれぞれの取組ごとに記載すること。 

（注３）特定取組の内容を補足する参考資料がある場合には、当該資料を添付すること。 

  



６ 特定取組の内容及び実施期間 

実施時期（予定） 具体的な取組内容 

   

   

   

   

   

   

（注１）事業承継等における実施内容が複数存在する場合には、上表を追加してそれぞれの内容

ごとに記載すること。 

（注２）取組内容及び実施時期がわかるよう具体的に記載すること（別添を可とする。）。 

 

  



７ 特定取組に必要な資金の額及びその調達方法等 

(1) 特定取組に必要な資金及びその内訳 

（単位：円） 

経費総額（注１、２）  

内 訳（注３）   

   

  

   

  

   

  

   

  

   

  
（注１）本項における経費総額は計画申請時及び計画認定時における見積額であり、特定取組に

係る契約における契約金額は、これを基本として当該契約の締結に際して行う商議を通じ

て決定する。なお、計画の認定から契約の締結までに相当期間が経過した場合は、物価変

動や為替等を考慮して金額を変更することがある。 

（注２）特定取組に係る契約における契約金額は、本項における経費総額に「９ 指定装備品等

以外への活用予定等」における「防需活用割合（見積）」を乗じた額を上限とする。 

（注３）利益相当額は含めないこと。 

  



(2) 導入予定の設備 

設備の設置場所(工場等)： 

設備(機械装置等)の名称 
単価 

（円） 

数量 

（単位） 

見積金額 

（円） 

    

    

    
（注１）設備の設置場所（工場等）が複数の場合は、上表を追加し、個別設備ごとに記載するこ

と。 

（注２）設備に関するカタログや仕様書等の設備の概要、当該設備等の見積書など見積金額がわ

かる資料を添付すること。なお、見積書は複数添付することが望ましい。 

 

(3) 必要な資金の調達方法 

（単位：円） 
調達 

方法 

 

 

費用 

政府関係金

融機関から

の 借 入 れ

(金融機関

名)、（額） 

民間金融機

関からの借

入れ(金融

機関名)、

（額） 

自己資金 

(資金内訳) 
その他 

事業費 

合計 
備考 

年度 
      

年度  
     

（注１）「民間金融機関からの借入れ」について信用保証協会による保証を受ける期待がある場合

には、その旨を、借入先金融機関名を示しつつ「備考」欄に記載すること。 

（注２）「その他」には出資、社債の発行、リースその他「政府関係金融機関からの借入れ」、「民

間金融機関からの借入れ」及び「自己資金」以外の調達方法による調達額を、それぞれ調

達先の名称及び金額の内訳を示しつつ記載すること。 

（注３）計画実施期間内の各年度の資金の調達方法について年度ごとに記載すること。 

（注４）複数の取組を実施する場合には、上表を追加してそれぞれの取組ごとに記載すること。 

 

(4) 補助金等の受給状況 

補助金等の名称 
受給額 

（円） 
備考 

   
（注）本計画に係る事業と同一の事業に関し、国、地方公共団体等の補助金、助成金又はこれら

に類するものの交付を受けた、又は受ける予定があるものを記載すること。 

 
 

  



８ 特定取組の活用が確実に見込まれる指定装備品等の製造等に係る契約 

（注１）本特定取組の成果が、その履行のために活用されることが確実に見込まれる指定装備品

等の製造等に係る契約を１件以上記載すること。 

（注２）申請者が防衛省と直接契約関係にない場合、納入先がわかる資料を添付すること。その

ほか、防衛省との契約関係がわかる資料（発注書、商議の記録、防衛省と契約関係にある事

業者により発行された認定証等）がある場合は添付すること。 

 

９ 指定装備品等以外への活用予定等 

指定装備品等以外の防衛用

途への活用予定（注１） 

 

防衛用途以外への活用予定  

防需活用割合（見積）（注２）  

（注１）「３(1) 指定装備品等の品目」に記載された装備品等以外の防衛用途への活用予定がある

場合、活用が見込まれる工程の概要を記載すること。 

（注２）特定取組で取得する設備等を防需及び民需に活用する場合、防需活用割合（見積）を把

握可能な合理的指標（特定取組実施部門における過去３年の防需生産高実績比率（防需/（防

需+民需））等）により記載すること。 

 

１０ 必要となる法令に基づく免許等の取得又は申請の状況 

必要となる免許等の名称及び根拠法令 取得又は申請の状況 

  

  

件 名 備 考 

  



添付書類目次 

 

 

添付書類 

 

 

1 
申請者の定款の写し又はこれに準ずるもの及び申請者が登記をして

いる場合には、当該登記に係る登記事項証明書 

2 
申請者の最近３期間の事業報告の写し、貸借対照表及び損益計算書

（これらの書類を作成していない場合には、これらに準ずるもの） 

3 

申請者が次のいずれにも該当しないことを誓約する書類 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」

という。） 

⑵ 法人でその役員のうちに暴力団員等があるもの 

⑶ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

4 特定取組の内容に関する補足資料 

5 特定取組に必要な資金の見積りに用いたカタログ、仕様書、見積書等 

6 （申請者が防衛省と直接契約関係にない場合）納入先がわかる資料 

7 

（申請者が防衛省と直接契約関係にない場合）防衛省との契約関係が

わかる資料（発注書、商議の記録、防衛省との契約関係にある事業者

により発行された認定証等） 

 

 

  



様式第五（第２条第１項第５号関係） 
 

装備品安定製造等確保計画認定申請書 

（包括） 

 

  年  月  日 

 

 防衛大臣 殿 

 

住    所 

名    称 

代表者の氏名 

 

 

 防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和

５年法律第５４号）第４条第１項の規定に基づき、別紙の計画について認定を受けた

いので申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

  

 



別紙 

 

装備品安定製造等確保計画 

（包括） 

 

 

１ 計画の趣旨 

  供給網の強靱化などの取組により装備品等の開発及び生産のための基盤を強化

し、「３」に掲げる指定装備品等の安定的な製造等の確保を図る観点から、サプライ

ヤーによる特定取組の実施が必要不可欠である。具体的な特定取組の実施は、サプ

ライヤーが作成及び提出し、防衛大臣から認定を受けた装備品安定製造等確保計画

によるものとし、当該特定取組について、「３」に掲げる指定装備品等のうち１又は

２以上のものの安定的な製造等の確保に資するため、必要に応じ、直接又は間接に

指導、助言及び調整を実施する。 

 

２ 装備品製造等事業者に関する事項 

申請者の名称等 

申請者の氏名又は名称  

代表者名（申請者が法人の場合）  

本社所在地  

資本金の額又は出資の総額  

申請前年度の売上高  

常時使用する従業員の数  

法人番号（申請者が法人の場合）  
 

担当者の連絡先 

所 属  

氏 名  

TEL  

E-mail  

 

３ 安定的な製造等の確保を図ろうとする指定装備品等の品目 

 
（注）自ら製造等し、防衛省に納入する完成品たる指定装備品等のうち、サプライヤーが行う特

定取組を通じて安定的な製造等の確保を図ろうとするものを記載すること。 



４ 特定取組の内容及び実施時期 

(1) 特定取組の内容 

 

 

(2) 実施時期 

 

 

５ 特定取組に必要な資金の額及びその調達方法 

  

 

６ 特定取組を実施することにより見込まれる効果 

 

 

７ 必要となる法令に基づく免許等の取得又は申請の状況 

 
  



添付書類目次 

 

 

添付書類 

 

 

1 
申請者の定款の写し又はこれに準ずるもの及び申請者が登記をして

いる場合には、当該登記に係る登記事項証明書 

2 
申請者の最近３期間の事業報告の写し、貸借対照表及び損益計算書

（これらの書類を作成していない場合には、これらに準ずるもの） 

3 

申請者が次のいずれにも該当しないことを誓約する書類 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」

という。） 

⑵ 法人でその役員のうちに暴力団員等があるもの 

⑶ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

 

 



様式第六（第３条第１項関係） 

 

装備品安定製造等確保計画認定書 

番     号 

  年  月  日 

 

（申請者） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

 

    年  月  日付けで申請のあった下記の装備品安定製造等確保計画に

ついて、防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法

律（令和５年法律第５４号）第４条第３項の規定に基づき、これを認定します。 

 

記 

 

１ 装備品安定製造等確保計画認定番号 

 

２ 申請された装備品安定製造等確保計画の名称 

 

３ 申請者の名称及び代表者の氏名 

 

４ 申請者の住所 

 

５ その他特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第七（第３条第３項関係） 

 

装備品安定製造等確保計画不認定通知書 

番     号 

  年  月  日 

 

（申請者） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

  年  月  日付けで申請のあった装備品安定製造等確保計画について、

下記の理由により認定をしないものとしましたので通知します。 

 

記 

 

１ 申請された装備品安定製造等確保計画の名称 

 

２ 不認定の理由 

 

 

 

（教示） 

 この処分に対して不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定によ

り、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、防衛大臣に対して審査

請求をすることができます（なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合には、正当な理由がない限り、審

査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この処分に対して取消しを求める訴訟を提起する場合には、行政事件訴訟法（昭和３７

年法律第１３９号）の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、国を被告として、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を

経過した場合には、正当な理由がない限り、処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。）。 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第八（第４条第１項関係） 

 

装備品安定製造等確保計画変更認定申請書 

 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令

和５年法律第５４号）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり、装備品安定製造

等確保計画の変更の認定を受けたいので申請します。 

 

記 

 

１ 装備品安定製造等確保計画認定番号 

 

２ 変更事項 

 

３ 変更事項の内容 

変更後 変更前 

  

 

４ 変更理由 

 

５ 添付を省略する書類 

 
 
 
 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 「変更事項の内容」については、変更前と変更後を対比して記載する。 

３ 既に提出されている書類のうち、内容に変更がないものは、「添付を省略する書類」に記載

の上で当該書類の添付を省略できる。 



添付書類目次 

 

 

添付書類 

 

 

1 変更後の装備品安定製造等確保計画 

2 
認定装備品安定製造等確保計画に従って行われる特定取組の実施状

況を記載した書類 

3 
申請者の定款の写し又はこれに準ずるもの及び申請者が登記をして

いる場合には、当該登記に係る登記事項証明書 

4 
申請者の最近３期間の事業報告の写し、貸借対照表及び損益計算書

（これらの書類を作成していない場合には、これらに準ずるもの） 

5 

申請者が次のいずれにも該当しないことを誓約する書類 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する

暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員

等」という。） 

⑵ 法人でその役員のうちに暴力団員等があるもの 

⑶ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

 

 

 

  



様式第九（第４条第４項関係） 

 

装備品安定製造等確保計画変更認定書 

 

番     号 

  年  月  日 

 

（認定装備品安定製造等確保事業者） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

    年  月  日付けで申請のあった装備品安定製造等確保計画の変更に

ついて、防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法

律（令和５年法律第５４号）第６条第２項において準用する同法第４条第３項の規定

に基づき、これを認定します。 

 

記 

 

１ 変更前の装備品安定製造等確保計画認定番号 

 

２ 変更後の装備品安定製造等確保計画認定番号 

 

３ 変更申請者の名称及び代表者の氏名 

 

４ 変更申請者の住所 

 

５ その他特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第十（第４条第６項関係） 

 

装備品安定製造等確保計画の変更不認定通知書 

 

番     号 

  年  月  日 

 

（認定装備品安定製造等確保事業者） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

  年  月  日付けで申請のあった装備品安定製造等確保計画の変更に

ついて、下記の理由により認定をしないものとしましたので通知します。 

 

記 

 

１ 装備品安定製造等確保計画認定番号 

 

２ 不認定の理由 

 

 

（教示） 

 この処分に対して不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定によ

り、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、防衛大臣に対して審査

請求をすることができます（なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合には、正当な理由がない限り、審

査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この処分に対して取消しを求める訴訟を提起する場合には、行政事件訴訟法（昭和３７

年法律第１３９号）の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、国を被告として、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を

経過した場合には、正当な理由がない限り、処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。）。 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第十一（第５条第２項関係） 

 

装備品安定製造等確保計画軽微変更届出書 

 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

 装備品安定製造等確保計画の軽微な変更について、防衛省が調達する装備品等の

開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４号）第６条第１

項ただし書及び防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関

する法律施行規則（令和５年防衛省令第１４号）第５条第２項の規定に基づき、下記

のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 装備品安定製造等確保計画認定番号 

 

２ 変更事項 

 

３ 変更事項の内容 

変更後 変更前 

  

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 ２ 「変更事項の内容」については、変更前と変更後を対比して記載する。  



様式第十二（第６条関係） 

 

装備移転仕様等調整の実施に係る要求書 

 

番     号 

  年  月  日 

 

（装備品製造等事業者） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令

和５年法律第５４号）第９条第１項の規定に基づき、下記のとおり装備移転仕様等調

整の実施を求めます。 

 

記 

 

１ 移転対象物品の内容及び当該移転対象物品に係る装備品等の品目 

 

２ 装備移転を受けることが見込まれる外国政府 

 

３ 要求する装備移転仕様等調整の概要 

 

４ 装備移転仕様等調整の実施時期 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第十三（第７条第１項関係） 

 

装備移転仕様等調整計画認定申請書 

 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

 防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令

和５年法律第５４号）第９条第１項の規定に基づき、別紙の計画について認定を受け

たいので申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

  



別紙 

 

装備移転仕様等調整計画 

 

 

１ 計画の名称 

 

 

（注）複数の装備移転仕様等調整計画を作成・提出する場合は、計画ごとに区別が可能となるよ

う、名称を変えること。 

   

２ 申請者に関する事項 

申請者の名称等 

申請者の氏名又は名称  

代表者名（申請者が法人の場合）  

本社所在地  

資本金の額又は出資の総額  

常時使用する従業員の数  

法人番号（申請者が法人の場合）  

申請に係る事業の日本標準産業分類

における中分類名称及び小分類名称

並びにそれらの番号 

 

 

担当者の連絡先 

所属  

氏名  

TEL  

E-mail  

（注）共同で申請する場合は、申請者ごとに欄を追加して記載すること。 

 

３ 移転対象物品の内容及び当該移転対象物品に係る装備品等の品目 

 

 

 

４ 装備移転を受けることが見込まれる外国政府 

 

 



５ 装備移転仕様等調整の内容及び実施時期 

(1) 装備移転仕様等調整の内容 

 

 

 

（注）防衛大臣が求める内容を実現するために設定する具体的な目標及び当該目標を実現する

ために実施する具体的な作業について記載すること。また、国際競争入札等のため、外国

政府への装備移転が契約等により確定していない場合については、国際競争入札等の実施

までに必要な装備移転仕様等調整の内容と契約等成立後に実施する装備移転仕様等調整の

内容を記載すること。 

 

(2) 実施時期 

 

 

 

（注）終期が未定の場合には、事業の終了が見込まれる時期を記載すること。 

 

(3) 実施計画の概要 

年 度 実施内容 

年度  

年度  

年度  

（注）計画の期間に合わせて必要に応じて行を追加すること。 

 

(4) 実施体制 

実施体制図 

 

 

 

 

情報を適切に管理するための体制の整備状況 

 

 

（注１）装備移転仕様等調整に関係する主な部署、その人数の見込み及び担当者の氏名・役職・

役割分担等を、図等を活用して記載すること。また、情報を適切に管理するための体制

の整備状況について記載すること。 

（注２）共同申請の場合は、共同事業全体での実施体制図を具体的に記載すること。 



６ 装備移転仕様等調整を行うために必要な資金の額及びその調達方法 

(1)  装備移転仕様等調整に必要な資金及びその内訳 

（単位：円） 

装備移転に係る

経費総額 

 

装備移転仕様等

調整計画を実施

するために必要

な経費総額 

 

装備移転仕様等

調整計画を実施

するために必要

な経費内訳（注１、

２） 

  

  

 

 

  

  

 

 

  

  

 

 

（注１）概算払の場合、利子及び利益相当額は含めないこと。 

（注２）精算払の場合、利益相当額は含めないこと。 

（注３）経費の内訳については、積算根拠がわかる資料を添付すること。 

 

  



(2) 必要な資金の調達方法 

（単位：円） 

調達 

方法 

 

 

 

費用 

政府関係

金融機関

からの借

入れ（金

融 機 関

名)、(額) 

民間金融

機関から

の借入れ

(金融機

関名 )、

(額) 

 

指定装備 

移転支援 

法人による 

助成金 

 

自己資金 

(資金内訳) 
その他 

事業費 

合計 
備考 

年度 
       

年度        

（注１）共同申請の場合には、申請者ごとに作成すること。また、国際競争入札等のため、外国政

府への装備移転が契約等により確定していない場合については、国際競争入札等の実施ま

でに必要な資金と契約等成立後に必要となる資金とを分けて記載すること（必要に応じて

上表を追加すること。）。その場合には、入札・契約等が見込まれる時期を「備考」欄に記

載すること。 

（注２）「民間金融機関からの借入れ」について信用保証協会による保証を受ける期待がある場

合には、その旨を、借入先金融機関名を示しつつ「備考」欄に記載すること。 

（注３）「その他」には出資、社債の発行、リースその他「政府関係金融機関からの借入れ」、

「民間金融機関からの借入れ」及び「自己資金」以外の調達方法による調達額を、それぞれ

調達先の名称及び金額の内訳を示しつつ記載すること。 

（注４）計画実施期間内の各年度の資金の調達方法について年度ごとに記載すること。 

（注５）指定装備移転支援法人による助成金の交付に関し、概算払を希望する場合には、その旨

を「備考」欄に記載すること。 

 

７ 必要となる法令に基づく免許等の取得又は申請の状況 

 

  

必要となる免許等の名称及び根拠法令 取得又は申請の状況 

  



添付書類目次 

 

 

添付書類 

 

 

1 
申請者の定款の写し又はこれに準ずるもの及び申請者が登記をして

いる場合には、当該登記に係る登記事項証明書 

2 
申請者の最近３期間の事業報告の写し、貸借対照表及び損益計算書

（これらの書類を作成していない場合には、これらに準ずるもの） 

3 

申請者が次のいずれにも該当しないことを誓約する書類 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する

暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員

等」という。） 

⑵ 法人でその役員のうちに暴力団員等があるもの 

⑶ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

4 装備移転仕様等調整に必要な資金の見積りに用いた積算根拠等 

 

  



様式第十四（第８条第１項関係） 

 

装備移転仕様等調整計画認定書 

 

番     号 

  年  月  日 

 

（申請者） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

    年  月  日付けで申請のあった下記の装備移転仕様等調整計画につ

いて、防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律

（令和５年法律第５４条）第９条第３項の規定に基づき、これを認定します。 

 

記 

 

１ 装備移転仕様等調整計画認定番号 

 

２ 申請された装備移転仕様等調整計画の名称 

 

３ 申請者の名称及び代表者の氏名 

 

４ 申請者の住所 

 

５ その他特記事項 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第十五（第８条第３項関係） 

 

装備移転仕様等調整計画不認定通知書 

 

番     号 

  年  月  日 

 

（申請者） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

    年  月  日付けで申請のあった装備移転仕様等調整計画について、

下記の理由により認定をしないものとしましたので通知します。 

 

記 

 

１ 申請された装備移転仕様等調整計画の名称 

 

２ 不認定の理由 

 

 

（教示） 

 この処分に対して不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定によ

り、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、防衛大臣に対して審査

請求をすることができます（なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合には、正当な理由がない限り、審

査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この処分に対して取消しを求める訴訟を提起する場合には、行政事件訴訟法（昭和３７

年法律第１３９号）の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、国を被告として、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を

経過した場合には、正当な理由がない限り、処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。）。 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第十六（第８条第４項関係） 

 

装備移転仕様等調整計画認定通知書 

 

番     号 

  年  月  日 

 

（指定装備移転支援法人） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令

和５年法律第５４号）第９条第３項の規定に基づき認定した装備移転仕様等調整計

画について、同法第１０条の規定に基づき、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 認定の日付 

 

２ 装備移転仕様等調整計画認定番号 

 

３ 認定装備移転事業者の名称 

 

４ その他特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 認定申請書及びその添付書類の写しを添付する。  



様式第十七（第９条第１項関係） 

 

装備移転仕様等調整計画変更認定申請書 

 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令

和５年法律第５４号）第１１条第１項の規定に基づき、下記のとおり、装備移転仕様

等調整計画の変更の認定を受けたいので申請します。 

 

記 

 

１ 装備移転仕様等調整計画認定番号 

 

２ 変更事項 

 

３ 変更事項の内容 

変更後 変更前 

  

 

４ 変更理由 

 

５ 添付を省略する書類 

 

 

 

 

（備考）  

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 「変更事項の内容」については、変更前と変更後を対比して記載する。 

３ 既に提出されている書類のうち、内容に変更がないものは、「添付を省略する書類」に記載

の上で当該書類の添付を省略できる。 



添付書類目次 

 

 

添付書類 

 

 

1 変更後の装備移転仕様等調整計画 

2 
認定装備移転仕様等調整計画に従って行われる装備移転仕様等調整

の実施状況を記載した書類 

3 
申請者の定款の写し又はこれに準ずるもの及び申請者が登記をして

いる場合には、当該登記に係る登記事項証明書 

4 
申請者の最近３期間の事業報告の写し、貸借対照表及び損益計算書

（これらの書類を作成していない場合には、これらに準ずるもの） 

5 

申請者が次のいずれにも該当しないことを誓約する書類 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する

暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員

等」という。） 

⑵ 法人でその役員のうちに暴力団員等があるもの 

⑶ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

 

 

 

  



様式第十八（第９条第４項関係） 

 

装備移転仕様等調整計画変更認定書 

 

番     号 

  年  月  日 

 

（認定装備移転事業者） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

    年  月  日付けで申請のあった装備移転仕様等調整計画の変更につ

いて、防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律

（令和５年法律第５４号）第１１条第２項において準用する同法第９条第３項の規

定に基づき、これを認定します。 

 

 

記 

 

１ 変更前の装備移転仕様等調整計画認定番号 

 

２ 変更後の装備移転仕様等調整計画認定番号 

 

３ 変更申請者の名称又は変更後の代表者の氏名 

 

４ 変更申請者の住所 

 

５ その他特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第十九（第９条第６項関係） 

 

装備移転仕様等調整計画の変更不認定通知書 

 

番     号 

  年  月  日 

 

（認定装備移転事業者） 殿 

   

防衛大臣   

 

 

    年  月  日付けで申請のあった装備移転仕様等調整計画の変更につ

いて、下記の理由により認定をしないものとしましたので通知します。 

 

記 

 

１ 装備移転仕様等調整計画認定番号 

 

２ 不認定の理由 

 

 

 

 

（教示） 

 この処分に対して不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定によ

り、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、防衛大臣に対して審査

請求をすることができます（なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合には、正当な理由がない限り、審

査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この処分に対して取消しを求める訴訟を提起する場合には、行政事件訴訟法（昭和３７

年法律第１３９号）の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、国を被告として、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を

経過した場合には、正当な理由がない限り、処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。）。 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第二十（第９条第７項関係） 

 

装備移転仕様等調整計画の変更認定通知書 

 

番     号 

  年  月  日 

 

（指定装備移転支援法人） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令

和５年法律第５４号）第１１条第２項の規定において準用する同法第９条第３項の

規定に基づき認定した装備移転仕様等調整計画の変更について、同法第１１条第２

項において準用する同法第１０条の規定に基づき、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 変更の認定の日付 

 

２ 変更後の装備移転仕様等調整計画認定番号 

 

３ 認定装備移転事業者の名称 

 

４ その他特記事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 認定申請書及びその添付書類の写しを添付する。  



様式第二十一（第１０条第２項関係） 

 

装備移転仕様等調整計画軽微変更届出書 

 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

 装備移転仕様等調整計画の軽微な変更について、防衛省が調達する装備品等の開

発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４号）第１１条第１

項ただし書及び防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関

する法律施行規則（令和５年防衛省令第１４号）第１０条第２項の規定に基づき、下

記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 装備移転仕様等調整計画認定番号 

 

２ 変更事項 

 

３ 変更事項の内容 
 

変更後 変更前 

  

 

 

 

 

 

 
（備考） 
１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 「変更事項の内容」については、変更前と変更後を対比して記載する。 
３ 変更後の装備移転仕様等調整計画の写しを添付する。  



様式第二十二（第１０条第４項関係） 

 

装備移転仕様等調整計画軽微変更届出に係る通知書 

 

番     号 

  年  月  日 

 

（指定装備移転支援法人） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

 装備移転仕様等調整計画の軽微な変更について、防衛省が調達する装備品等の開

発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４号）第１１条第１

項ただし書及び防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関

する法律施行規則（令和５年防衛省令第１４号）第１０条第２項の規定に基づき、添

付のとおり届出がありましたので通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（備考） 
１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
２ 装備移転仕様等調整計画軽微変更届出書及びその添付書類の写しを添付する。 



様式第二十三（第１１条関係） 

 

装備移転仕様等調整計画実施状況報告書 
 
 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

 防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律施行

規則（令和５年防衛省令第１４号）第１１条の規定に基づき、装備移転仕様等調整計

画の実施状況を下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 装備移転仕様等調整計画認定番号 

 

２ 装備移転仕様等調整の目標の達成状況 

 

３ 実施した装備移転仕様等調整の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。



様式第二十四（第１３条関係） 

 

装備移転仕様等調整計画に係る改善命令書 
 
 

番     号   

年  月  日 
 

 
 
（認定装備移転事業者） 殿 

   

防衛大臣   

 

 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令

和５年法律第５４号）第１３条の規定に基づき、下記のとおり命令します。 

 

記 

 

１ 装備移転仕様等調整計画認定番号 

 

２ 改善命令の内容 

 

３ 改善命令の理由 

 

 

（教示） 

 この処分に対して不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定によ

り、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、防衛大臣に対して審査

請求をすることができます（なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合には、正当な理由がない限り、審

査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この処分に対して取消しを求める訴訟を提起する場合には、行政事件訴訟法（昭和３７

年法律第１３９号）の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、国を被告として、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を

経過した場合には、正当な理由がない限り、処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。）。 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



様式第二十五（第１４条第１項関係） 

 

装備移転仕様等調整計画認定取消通知書 
 
 

番     号 

  年  月  日 
 

 
 
（認定装備移転事業者） 殿 

   

防衛大臣   

 

 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令

和５年法律第５４号））第１４条第１項の規定に基づき、下記のとおり、装備移転仕

様等調整計画の認定を取り消しましたので通知します。 

 

記 

 

１ 認定を取り消した装備移転仕様等調整計画認定番号 

 

２ 認定を取り消した理由 

 

 

（教示） 

 この処分に対して不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定によ

り、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、防衛大臣に対して審査

請求をすることができます（なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合には、正当な理由がない限り、審

査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この処分に対して取消しを求める訴訟を提起する場合には、行政事件訴訟法（昭和３７

年法律第１３９号）の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、国を被告として、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を

経過した場合には、正当な理由がない限り、処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。）。 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第二十六（第１４条第２項関係） 

 

装備移転仕様等調整計画認定取消通知書 
 
 

番     号 

  年  月  日 
 

 
 
（指定装備移転支援法人） 殿 

   

防衛大臣   

 

 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令

和５年法律第５４号）第１４条第１項の規定に基づき、装備移転仕様等調整計画の認

定を取り消しましたので、同条第２項において準用する同法第１０条の規定に基づ

き、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 認定を取り消した日付 

 

２ 認定を取り消した装備移転仕様等調整計画認定番号 

 

３ 認定を取り消された認定装備移転事業者の名称 

 

４ 認定を取り消した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第二十七（第１５条第１項関係） 

 

指定装備移転支援法人指定申請書 
 
 

  年  月  日 
 

 
 
防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

指定装備移転支援法人として指定を受けたいので、防衛省が調達する装備品等の

開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４号。以下「法」

という。）第１５条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 装備移転支援業務を行う事務所の所在地 

 

２ 装備移転支援業務を開始しようとする年月日 

 

３ 組織の概要 

 

４ 業務の内容及び実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 記載事項のうち「組織の概要」及び「業務の内容及び実施体制」については、添付書類に

記載がある場合においては、記載不要とする。 

  



添付書類目次 

 

 

添付書類 

 

 

1 申請法人の定款の写し及び登記事項証明書 

2 
役員及び装備移転支援業務に関する事務に従事する職員の氏名及び

略歴を記載した書類 

3 指定の申請に関する意思の決定を証する書類 

4 装備移転支援業務の実施に関する基本的な計画 

5 装備移転支援業務を適正かつ確実に実施できることを証する書類 

6 申請法人が法第１５条第２項各号に該当しない旨を誓約する書類 

7 

役員が法第１５条第２項第１号に該当する者又は同項第３号に規定

するいずれかの罪を犯し、刑に処せられ、その執行を終わり、若し

くは執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しな

い者でない旨を当該役員が誓約する書類 

8 

申請法人の最近３期間の事業報告の写し、貸借対照表及び損益計算

書並びに最終の財産目録（これらの書類を作成していない場合に

は、これらに準ずるもの） 

9 
装備移転支援業務に関し知り得た秘密を確実に保持するために講ず

る措置に関する書類 

 

 

 

  



様式第二十八（第１８条関係） 

 

指定装備移転支援法人名称等変更届出書 

 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令

和５年法律第５４号）第１６条第２項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

 

記 

 

１ 変更事項 

届出事項 変更前 変更後 変更年月日 備考 

     

     

     

     

 

２ 変更の理由 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 「変更事項」の「届出事項」の欄には、変更する指定装備移転支援法人の「名称」、「住

所」又は装備移転支援業務を行う「事務所の所在地」を記載する。 



様式第二十九（第１９条第１項関係） 

 

装備移転支援業務規程認可申請書 

 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

装備移転支援業務規程について認可を受けたいので、防衛省が調達する装備品等

の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４号）第１７条

第１項の規定に基づき、別添のとおり申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 装備移転支援業務規程を添付する。  



様式第三十（第１９条第２項関係） 

 

装備移転支援業務規程変更認可申請書 

 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

装備移転支援業務規程について変更の認可を受けたいので、防衛省が調達する装

備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４号）第

１７条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 変更の内容 

 

２ 変更予定年月日 

 

３ 変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

  



添付書類目次 

 

 

添付書類 

 

 

1 変更する規定の新旧対照表 

2 変更後の装備移転支援業務規程 

3 変更に関する意思の決定を証する書類 

 

  



様式第三十一（第２１条第１項関係） 

 

指定装備移転支援法人事業計画等認可申請書 

 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

事業計画書及び収支予算書の認可を受けたいので、防衛省が調達する装備品等の

開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４号）第１９条第

１項の規定に基づき、別添のとおり申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

  



添付書類目次 

 

 

添付書類 

 

 

1 事業計画書 

2 収支予算書 

 

 

  



様式第三十二（第２１条第２項関係） 

 

指定装備移転支援法人事業計画書（収支予算書）変更認可申請書 

 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

事業計画書（収支予算書）について変更の認可を受けたいので、防衛省が調達する

装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４号）

第１９条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

１ 変更事項 

 

２ 変更内容 

 

３ 変更理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 変更後の事業計画書又は収支予算書を添付する。  



様式第三十三（第２５条関係） 

（表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ｂ７とする。  

  年  月  日発行第  号（    年  月  日まで有効） 

職 名 氏 名 生 年 月 日 

   

 

 

 

 

 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律抜粋 
 
（報告徴収及び立入検査） 

第２３条 防衛大臣は、この節の規定の施行に必要な限度において、指定装備移転支援法人に対し、装備移

転支援業務に関し必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に、指定装備移転支援法人の事務
所その他必要な場所に立ち入り、装備移転支援業務に関し質問させ、若しくは帳簿、書類その他の物件を
検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったとき
は、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 
 

第３９条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、３０万円以下の罰金に処す
る。 
一・二 （略） 
三 第２３条第１項又は第３２条第１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の
報告をし、若しくは虚偽の資料を提出し、又は当該職員の質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答

弁をし、若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 
 
第４０条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

関して、前条各号の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同条の刑
を科する。 

 

（写真） 

防 衛 大 臣  印 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための

基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４号） 

第２３条第１項の規定による立入検査証 



様式第三十四（第２６条関係） 

 

装備移転支援業務監督命令書 

 

番     号 

  年  月  日 

 

（指定装備移転支援法人） 殿 

   

防衛大臣   

 

 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令

和５年法律第５４号）第２４条の規定に基づき、下記のとおり命令します。 

 

記 

 

 

１ 監督命令の内容 

 

２ 監督命令の理由 

 

 

（教示） 

 この処分に対して不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定によ

り、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、防衛大臣に対して審査

請求をすることができます（なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合には、正当な理由がない限り、審

査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この処分に対して取消しを求める訴訟を提起する場合には、行政事件訴訟法（昭和３７

年法律第１３９号）の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、国を被告として、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を

経過した場合には、正当な理由がない限り、処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。）。 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第三十五（第２８条関係） 

 

 

 

 

 

（備考） 

色彩は、やむを得ない場合を除き、赤色とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

装   備   品   等   秘   密 

（指定の有効期間 年 月 日    

から 年 月 日まで） 



様式第三十六（第２９条第１項関係） 

 

施設委託管理業務規程認可申請書 

 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

 

施設委託管理業務規程について認可を受けたいので、防衛省が調達する装備品等

の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４号）第３０条

第２項の規定に基づき、別添のとおり申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 施設委託管理業務規程を添付する。 



様式第三十七（第２９条第２項関係） 

 

施設委託管理業務規程変更認可申請書 

 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

 

施設委託管理業務規程について変更の認可を受けたいので、防衛省が調達する装

備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４号）第

３０条第２項の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 変更の内容 

 

２ 変更予定年月日 

 

３ 変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

  



添付書類目次 

 

 

添付書類 

 

 

1 変更する規定の新旧対照表 

2 変更後の施設委託管理業務規程 

3 変更に関する意思の決定を証する書類 

 

 

 

  



様式第三十八（第３３条関係） 

 

施設委託管理業務監督命令書 

 

番     号   

年  月  日 

 

（施設委託管理者） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律（令

和５年法律第５４号）第３０条第８項の規定に基づき、下記のとおり命令します。 

 

記 

 

１ 監督命令の内容 

 

２ 監督命令の理由 

 

 

（教示） 

 この処分に対して不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定によ

り、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、防衛大臣に対して審査

請求をすることができます（なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合には、正当な理由がない限り、審

査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この処分に対して取消しを求める訴訟を提起する場合には、行政事件訴訟法（昭和３７

年法律第１３９号）の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、国を被告として、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を

経過した場合には、正当な理由がない限り、処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。）。 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第三十九（第３４条第１項関係） 

 

受託指定装備品製造施設等における他製品の製造等承認申請書 

 

  年  月  日 

 

防衛大臣 殿 

 

住 所 

名 称 

代表者の氏名 

 

 

受託指定装備品製造施設等における他製品の製造等について承認を受けたいの

で、防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律施

行規則（令和５年防衛省令第１４号）第３４条第１項の規定に基づき、下記のとおり

申請します。 

 

記 

 

１ 製造等を行おうとする他製品 

 

２ 他製品の製造等に必要となる受託指定装備品製造施設等の範囲 

 

３ 他製品の製造等の方法 

 

 

 

（注）図などを用いて簡潔に記載すること。 

 

４ 他製品の製造等を行う期間の始期及び終期 

 

 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第四十（第３４条第２項関係） 

 

受託指定装備品製造施設等における他製品の製造等承認通知書 

 

番     号 

  年  月  日 

 

（施設委託管理者） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

    年  月  日付けで申請のあった受託指定装備品製造施設等における

他製品の製造等について、これを承認しましたので通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第四十一（第３４条第３項関係） 

 

受託指定装備品製造施設等における他製品の製造等不承認通知書 

 

番     号   

年  月  日 

 

（施設委託管理者） 殿 

 

防衛大臣   

 

 

    年  月  日付けで申請のあった受託指定装備品製造施設等における

他製品の製造等については、下記の理由により承認しないものとしましたので通知

します。 

 

記 

 

不承認の理由 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この処分に対して不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定によ

り、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、防衛大臣に対して審査

請求をすることができます（なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合には、正当な理由がない限り、審

査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この処分に対して取消しを求める訴訟を提起する場合には、行政事件訴訟法（昭和３７

年法律第１３９号）の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、国を被告として、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を

経過した場合には、正当な理由がない限り、処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。）。 

 
（備考） 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



様式第四十二（第３５条関係） 

（表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）用紙の大きさは、日本産業規格Ｂ７とする。 

  年  月  日発行第  号（    年  月  日まで有効） 

職 名 氏 名 生 年 月 日 

   

 

 

 

 

 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための基盤の強化に関する法律抜粋 
 

（報告徴収及び立入検査） 
第２３条 （略） 
２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったとき

は、これを提示しなければならない。 
３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 
 

（報告徴収及び立入検査） 
第３２条 防衛大臣は、この章の規定の施行に必要な限度において、施設委託管理者に対し、施設委託管理
業務に関し必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に、施設委託管理者の営業所若しくは事

務所その他必要な場所に立ち入り、施設委託管理業務に関し質問させ、若しくは帳簿、書類その他の物件
を検査させることができる。 

２ 第２３条第２項及び第３項の規定は、前項の規定による立入検査について準用する。 

 
第３９条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、３０万円以下の罰金に処す
る。 
一・二 （略） 
三 第２３条第１項又は第３２条第１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の
報告をし、若しくは虚偽の資料を提出し、又は当該職員の質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答

弁をし、若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 
 
第４０条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

関して、前条各号の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同条の刑
を科する。 

 

（写真） 

防 衛 大 臣  印 

防衛省が調達する装備品等の開発及び生産のための

基盤の強化に関する法律（令和５年法律第５４号） 

第３２条第１項の規定による立入検査証 


